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綾部市十倉財産区議会の議員の報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例

をここに公布する。 

  令和７年９月８日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市条例第５３号 

綾部市十倉財産区議会の議員の報酬及び費用弁償等に 

関する条例の一部を改正する条例 

綾部市十倉財産区議会の議員の報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和３９年綾部市条

例第１５０号）の一部を次のように改正する。 

 第４条第２項を次のように改める。 

２ 前項の規定により支給する旅費の額は、綾部市職員等の旅費に関する条例（令和７年

綾部市条例第３７号）の適用を受ける常勤の特別職の職員の例による。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

条　例

1



 綾部市ＵＩターン者定住支援住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を

ここに公布する。 

令和７年９月２４日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市条例第５４号

綾部市ＵＩターン者定住支援住宅の設置及び管理に関する条例の 

一部を改正する条例 

 綾部市ＵＩターン者定住支援住宅の設置及び管理に関する条例（平成２３年綾部市条例

第２号）の一部を次のように改正する。 

別表１に次のように加える。

上原定住支援住宅 綾部市上原町戸尻５番地の９

別表２に次のように加える。

上原定住支援住宅 令和８年度 １戸 ３０，０００円

   附 則

 この条例は、規則で定める日から施行する。

条　例
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綾部市上水道給水条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和７年９月２４日 

 綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市条例第５５号 

綾部市上水道給水条例の一部を改正する条例 

綾部市上水道給水条例（昭和４４年綾部市条例第１０号）の一部を次のように改正す 

る。 

 第１０条第３項中「施工した給水装置工事」の次に「（法第３条第１１項に規定する給

水装置工事をいう。以下同じ。）」を加える。 

 第１１条の見出し中「給水工事」を「給水装置工事」に改め、同条第１項中「給水装置

の新設、増設、改造、修繕」を「給水装置工事」に改め、「又は撤去工事（以下「給水工

事」という。）」及び「、その給水工事の施工について」を削る。 

第１５条の見出し中「給水工事」を「給水装置工事」に改め、同条第１項中「給水工事

の設計及び施工」を「給水装置工事」に改め、同項に次のただし書を加える。 

 ただし、災害その他非常の場合において、管理者が他の市町村長（水道事業の管理者

を含む。以下この項において同じ。）又は他の市町村長が指定をした者が当該工事を施

工する必要があると認めるときは、この限りでない。 

第１５条第２項中「は、給水工事の設計について管理者の審査を受けるとともに、給水

工事」を「が給水装置工事を施工する場合は、あらかじめ管理者の設計審査（使用材料の

確認を含む。）を受け、かつ、当該工事」に改める。 

 第１７条（見出しを含む。）及び第１８条（見出しを含む。）中「給水工事費」を「給

水装置工事費」に改める。 

第３０条第１号中「給水工事設計書」を「給水装置工事設計書」に改め、同号の表中

「給水工事」を「給水装置工事」に改める。 

 第３３条第２項及び第３６条第１項第３号中「給水工事」を「給水装置工事」に改め 

る。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

条　例

3



 綾部市下水道条例の一部を改正する条例をここに公布する。

  令和７年９月２４日

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市条例第５６号

綾部市下水道条例の一部を改正する条例

綾部市下水道条例（平成６年綾部市条例第２０号）の一部を次のように改正する。

 第６条に次のただし書を加える。

ただし、災害その他非常の場合において、管理者が他の市町村長（下水道事業の管理

者を含む。）の指定を受けた者に当該工事を行わせる必要があると認めるときは、この

限りでない。

附 則

 この条例は、公布の日から施行する。

条　例

4



 綾部市農業集落排水施設条例の一部を改正する条例をここに公布する。

  令和７年９月２４日

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市条例第５７号

綾部市農業集落排水施設条例の一部を改正する条例

綾部市農業集落排水施設条例（平成７年綾部市条例第４１号）の一部を次のように改正

する。

 第８条に次のただし書を加える。

  ただし、災害その他非常の場合において、管理者が他の市町村長（下水道事業の管理

者を含む。）の指定を受けた者に当該工事を行わせる必要があると認めるときは、この

限りでない。

附 則

 この条例は、公布の日から施行する。

条　例

5



 綾部市特定地域生活排水処理事業条例の一部を改正する条例をここに公布する。

  令和７年９月２４日

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市条例第５８号

綾部市特定地域生活排水処理事業条例の一部を改正する条例

綾部市特定地域生活排水処理事業条例（平成１４年綾部市条例第４３号）の一部を次の

ように改正する。

 第１０条に次のただし書を加える。

  ただし、災害その他非常の場合において、管理者が他の市町村長（下水道事業の管理

者を含む。）の指定を受けた者に当該工事を行わせる必要があると認めるときは、この

限りでない。

附 則

 この条例は、公布の日から施行する。

条　例
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 綾部市一般職職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和７年９月３０日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市規則第４８号 

綾部市一般職職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則 

綾部市一般職職員の育児休業等に関する規則（平成４年綾部市規則第１号）の一部を次

のように改正する。 

第８条第１項中「部分休業承認請求書」を「部分休業簿」に改める。 

様式第３号を次のように改める。 

規　則
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様
式
第
３
号
（
第
８
条
関
係
）
 

（
第
１
面
）
 

部
分
休
業
簿
 

申
出
対
象
期
間
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
年
度
 

請
 
求
 
者
 

所
 
 
 
属
 

職
 
 
 
名
 

氏
 
 
 
名
 

１
 
請
求
に
係
る
子
 

氏
 
 
 
名
 

続
 
柄
 
等
 

生
 
年
 
月
 
日
 

 
 

 
 
年
 
月
 
日
 

２
 
申
 
出
 

申
 
出
 
月
 
日
 

申
出
の
内
容
 

（
①
又
は
②
を
記
入
）
※
申
出
の
内
容
（
変
更
後
の
内
容
も
共
通
）
 

①
第
１
号
部
分
休
業
（
１
日
に
つ
き
２
時
間
を
超
え
な
い
範
囲
内
）
 

②
第
２
号
部
分
休
業
（
１
年
に
つ
き
人
事
院
規
則
で
定
め
る
時
間
を
基
準
と
し
て
条
例
で
定
め
る

時
間
（
１
０
日
相
当
）
を
超
え
な
い
範
囲
内
）
 

 
月
 
 
日
 

 

３
 
変
更
（
第
１
回
目
）

変
 
更
 
月
 
日
 

変
更
後
の
内
容
 

（
①
又
は
②
を
記
入
）
変
更
が
必
要
な
事
情
特
別
の
事
情
の

有
無
（
有
又
は

無
を
記
入
）

 
所
属
長

の
確
認

決
 
 
裁
 

 
月
 
 
日
 

 
 

 
 

 

３
 
変
更
（
第
２
回
目
）

変
 
更
 
月
 
日
 

変
更
後
の
内
容
 

（
①
又
は
②
を
記
入
）
変
更
が
必
要
な
事
情
特
別
の
事
情
の

有
無
（
有
又
は

無
を
記
入
）

 
所
属
長

の
確
認

決
 
 
裁
 

 
月
 
 
日
 

 
 

 
 

 

４
 
備
考
 

 

（
注
）
 

 
１
 
請
求
に
係
る
子
の
氏
名
、
請
求
者
と
の
続
柄
等
及
び
生
年
月
日
を
証
明
す
る
書
類
（
医
師
又
は
助
産
師
が
発
行
す
る
出
生
（
産
）
証
明
書
、
母
子
健
康
手
帳
の
出
生
届
出

済
証
明
書
、
官
公
署
が
発
行
す
る
出
生
届
受
理
証
明
書
等
（
写
し
で
も
可
）
、
養
子
縁
組
の
場
合
は
戸
籍
抄
本
（
戸
籍
の
個
人
事
項
証
明
書
）
等
又
は
育
児
休
業
法
第
２
条

第
１
項
の
規
定
に
よ
り
子
に
含
ま
れ
る
も
の
と
さ
れ
る
者
に
つ
い
て
は
そ
れ
を
証
す
る
書
類
）
を
添
付
す
る
こ
と
。
 

 
２
 
第
１
号
部
分
休
業
の
承
認
の
請
求
の
場
合
は
第
２
面
、
第
２
号
部
分
休
業
の
承
認
の
請
求
の
場
合
は
第
４
面
を
用
い
る
こ
と
。
 

 
３
 
第
１
号
部
分
休
業
の
承
認
が
、
請
求
者
か
ら
の
請
求
に
基
づ
き
取
り
消
さ
れ
た
場
合
は
、
そ
の
旨
を
第
３
面
に
記
入
す
る
こ
と
。

規　則
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第
１
号
部
分
休
業
の
承
認
の
請
求
の
場
合
 

（
第
２
面
）
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
年
度
 

整
理

番
号

※
 
部
 
分
 
休
 
業
 
の
 
承
 
認
 
の
 
請
 
求
 
を
 
す
 
る
 
期
 
間
 
※
 

請
求
月
日

※
 
 

請
求
者

の
確
認

承
認

の
可
否

決
 
 
 
 
裁
 

備
 
 
 
 
考
 

月
 
 
日
 

毎
日
／

曜
日
等

時
 
 
間
 

１
 
 
月
 
日
か
ら
 
 
月
 
日
ま
で

 
時
 
分
か
ら
 
 
時
 
分
ま
で
 
月
 
日
 

２
 
 
月
 
日
か
ら
 
 
月
 
日
ま
で

 
時
 
分
か
ら
 
 
時
 
分
ま
で
 
月
 
日
 

３
 
 
月
 
日
か
ら
 
 
月
 
日
ま
で

 
時
 
分
か
ら
 
 
時
 
分
ま
で
 
月
 
日
 

４
 
 
月
 
日
か
ら
 
 
月
 
日
ま
で

 
時
 
分
か
ら
 
 
時
 
分
ま
で
 
月
 
日
 

５
 
 
月
 
日
か
ら
 
 
月
 
日
ま
で

 
時
 
分
か
ら
 
 
時
 
分
ま
で
 
月
 
日
 

６
 
 
月
 
日
か
ら
 
 
月
 
日
ま
で

 
時
 
分
か
ら
 
 
時
 
分
ま
で
 
月
 
日
 

７
 
 
月
 
日
か
ら
 
 
月
 
日
ま
で

 
時
 
分
か
ら
 
 
時
 
分
ま
で
 
月
 
日
 

８
 
 
月
 
日
か
ら
 
 
月
 
日
ま
で

 
時
 
分
か
ら
 
 
時
 
分
ま
で
 
月
 
日
 

９
 
 
月
 
日
か
ら
 
 
月
 
日
ま
で

 
時
 
分
か
ら
 
 
時
 
分
ま
で
 
月
 
日
 

１
０

 
月
 
日
か
ら
 
 
月
 
日
ま
で

 
時
 
分
か
ら
 
 
時
 
分
ま
で
 
月
 
日
 

（
※
印
の
欄
は
請
求
者
が
記
入
し
、
又
は
確
認
す
る
。
）
 

規　則
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第
１
号
部
分
休
業
の
承
認
の
取
消
し
の
場
合
 

（
第
３
面
）
 

 
 
  
 
 
 
 
 
 
年
度
 

整
理

番
号

※
 
部
 
分
 
休
 
業
 
の
 
承
 
認
 
の
 
取
 
消
 
し
 
の
 
期
 
間
 

※
 

請
求
者

の
確
認

決
 
 
 
 
裁
 

備
 
 
 
 
考
 

月
 
 
 
 
 
 
日
 

時
 
 
 
 
 
 
間
 

１
 
 
 
月
 
 
日
 
か
ら
 
 
月
 
 
日
 
ま
で

 
 
時
 
 
分
 
か
ら
 
 
時
 
 
分
 
ま
で

２
 
 
 
月
 
 
日
 
か
ら
 
 
月
 
 
日
 
ま
で

 
 
時
 
 
分
 
か
ら
 
 
時
 
 
分
 
ま
で

３
 
 
 
月
 
 
日
 
か
ら
 
 
月
 
 
日
 
ま
で

 
 
時
 
 
分
 
か
ら
 
 
時
 
 
分
 
ま
で

４
 
 
 
月
 
 
日
 
か
ら
 
 
月
 
 
日
 
ま
で

 
 
時
 
 
分
 
か
ら
 
 
時
 
 
分
 
ま
で

５
 
 
 
月
 
 
日
 
か
ら
 
 
月
 
 
日
 
ま
で

 
 
時
 
 
分
 
か
ら
 
 
時
 
 
分
 
ま
で

６
 
 
 
月
 
 
日
 
か
ら
 
 
月
 
 
日
 
ま
で

 
 
時
 
 
分
 
か
ら
 
 
時
 
 
分
 
ま
で

７
 
 
 
月
 
 
日
 
か
ら
 
 
月
 
 
日
 
ま
で

 
 
時
 
 
分
 
か
ら
 
 
時
 
 
分
 
ま
で

８
 
 
 
月
 
 
日
 
か
ら
 
 
月
 
 
日
 
ま
で

 
 
時
 
 
分
 
か
ら
 
 
時
 
 
分
 
ま
で

９
 
 
 
月
 
 
日
 
か
ら
 
 
月
 
 
日
 
ま
で

 
 
時
 
 
分
 
か
ら
 
 
時
 
 
分
 
ま
で

１
０
 
 
月
 
 
日
 
か
ら
 
 
月
 
 
日
 
ま
で

 
 
時
 
 
分
 
か
ら
 
 
時
 
 
分
 
ま
で

１
１
 
 
月
 
 
日
 
か
ら
 
 
月
 
 
日
 
ま
で

 
時
 
 
分
 
か
ら
 
 
時
 
 
分
 
ま
で

１
２
 
 
月
 
 
日
 
か
ら
 
 
月
 
 
日
 
ま
で

 
 
時
 
 
分
 
か
ら
 
 
時
 
 
分
 
ま
で

１
３
 
 
月
 
 
日
 
か
ら
 
 
月
 
 
日
 
ま
で

 
 
時
 
 
分
 
か
ら
 
 
時
 
 
分
 
ま
で

１
４
 
 
月
 
 
日
 
か
ら
 
 
月
 
 
日
 
ま
で

 
 
時
 
 
分
 
か
ら
 
 
時
 
 
分
 
ま
で

１
５
 
 
月
 
 
日
 
か
ら
 
 
月
 
 
日
 
ま
で

 
 
時
 
 
分
 
か
ら
 
 
時
 
 
分
 
ま
で

（
※
印
の
欄
は
請
求
者
が
記
入
し
、
又
は
確
認
す
る
。
）

規　則
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第
２
号
部
分
休
業
の
承
認
の
請
求
の
場
合
 

（
第
４
面
）
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
年
度
 

第
２
号
部
分
休
業
の
時
間
数
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
時
間
 
 
分
 
 
 

（
※
印
の
欄
は
請
求
者
が
記
入
し
、
又
は
確
認
す
る
。
）

整
理

番
号

※
部
分
休
業
の
承
認
の
請
求
を
す
る
期
間
※
 

請
求
時
間
数

※
 

残
時
間
数

※
 

請
求
月
日

※
 

請
求
者

の
確
認

承
認

の
可
否

決
 
 
裁
 

備
 
 
考
 

月
 
 
日
 

時
 
 
間
 

１
 
 
月
 
 
日
か
ら
 
月
 
 
日
ま
で

時
 
 
分
か
ら
 
時
 
 
分
ま
で
 
時
間
 
分
 
時
間
 
分
 
月
 
日
 
 

２
 
 
月
 
 
日
か
ら
 
月
 
 
日
ま
で
 
時
 
 
分
か
ら
 
時
 
 
分
ま
で
 
時
間
 
分
 
時
間
 
分
 
月
 
日
 
 

３
 
 
月
 
 
日
か
ら
 
月
 
 
日
ま
で
 
時
 
 
分
か
ら
 
時
 
 
分
ま
で
 
時
間
 
分
 
時
間
 
分
 
月
 
日
 
 

４
 
 
月
 
 
日
か
ら
 
月
 
 
日
ま
で
 
時
 
 
分
か
ら
 
時
 
 
分
ま
で
 
時
間
 
分
 
時
間
 
分
 
月
 
日
 
 

５
 
 
月
 
 
日
か
ら
 
月
 
 
日
ま
で
 
時
 
 
分
か
ら
 
時
 
 
分
ま
で
 
時
間
 
分
 
時
間
 
分
 
月
 
日
 
 

６
 
 
月
 
 
日
か
ら
 
月
 
 
日
ま
で
 
時
 
 
分
か
ら
 
時
 
 
分
ま
で
 
時
間
 
分
 
時
間
 
分
 
月
 
日
 
 

７
 
 
月
 
 
日
か
ら
 
月
 
 
日
ま
で
 
時
 
 
分
か
ら
 
時
 
 
分
ま
で
 
時
間
 
分
 
時
間
 
分
 
月
 
日
 
 

８
 
 
月
 
 
日
か
ら
 
月
 
 
日
ま
で
 
時
 
 
分
か
ら
 
時
 
 
分
ま
で
 
時
間
 
分
 
時
間
 
分
 
月
 
日
 
 

９
 
 
月
 
 
日
か
ら
 
月
 
 
日
ま
で
 
時
 
 
分
か
ら
 
時
 
 
分
ま
で
 
時
間
 
分
 
時
間
 
分
 
月
 
日
 
 

１
０
 
月
 
 
日
か
ら
 
月
 
 
日
ま
で
 
時
 
 
分
か
ら
 
時
 
 
分
ま
で
 
時
間
 
分
 
時
間
 
分
 
月
 
日
 
 

１
１
 
月
 
 
日
か
ら
 
月
 
 
日
ま
で
 
時
 
 
分
か
ら
 
時
 
 
分
ま
で
 
時
間
 
分
 
時
間
 
分
 
月
 
日
 
 

１
２
 
月
 
 
日
か
ら
 
月
 
 
日
ま
で
 
時
 
 
分
か
ら
 
時
 
 
分
ま
で
 
時
間
 
分
 
時
間
 
分
 
月
 
日
 
 

１
３
 
月
 
 
日
か
ら
 
月
 
 
日
ま
で
 
時
 
 
分
か
ら
 
時
 
 
分
ま
で
 
時
間
 
分
 
時
間
 
分
 
月
 
日
 
 

１
４
 
月
 
 
日
か
ら
 
月
 
 
日
ま
で
 
時
 
 
分
か
ら
 
時
 
 
分
ま
で
 
時
間
 
分
 
時
間
 
分
 
月
 
日
 
 

１
５
 
月
 
 
日
か
ら
 
月
 
 
日
ま
で

時
 
 
分
か
ら
 
時
 
 
分
ま
で
 
時
間
 
分
 
時
間
 
分
 
月
 
日
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附 則 

この規則は、令和７年１０月１日から施行する。 

規　則
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綾部市告示第１６０号 

 綾部市農業者等特別支援事業補助金交付要綱を次のように定める。 

  令和７年９月８日 

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市農業者等特別支援事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、自然災害等による不測の事態に対し、農業の維持及び経営の安定を

図るため、予算の範囲内において補助金を交付することに関し、必要な事項を定めるも

のとする。 

（補助対象事業等） 

第２条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）及び補助基準

は、別表に定めるとおりとする。 

（補助金の交付申請） 

第３条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、綾部市農業者

等特別支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に必要な書類を添えて、市長に提出し

なければならない。 

（補助金の交付決定等） 

第４条 市長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、その内容を審査の上、

交付の可否を決定し、綾部市農業者等特別支援事業補助金交付（不交付）決定通知書 

（様式第２号）により、申請者に通知するものとする。 

（変更等の申請） 

第５条 申請者は、補助金の交付決定を受けた後において、第３条の申請内容を変更（軽

微なものを除く。）し、又は中止しようとするときは、速やかに綾部市農業者等特別支

援事業補助金変更等承認申請書（様式第３号）に必要な書類を添えて市長に提出し、承

認を受けなければならない。 

（実績報告） 

第６条 補助金の交付決定を受けた者は、当該補助対象事業完了後、速やかに綾部市農業

者等特別支援事業補助金実績報告書（様式第４号）に必要な書類を添えて、市長に提出

しなければならない。 

（交付決定の取消し等） 

第７条 市長は、補助金の交付申請を行った者が次の各号のいずれかに該当するときは、

交付決定を取り消し、又は既に交付した補助金の全部又は一部を返還させるものとす 

る。 

（１）虚偽の申請その他不正の手段により補助金の交付決定を受け、又は補助金の交付を

告　示
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受けたとき。 

（２）この要綱の規定に違反したとき。 

（関係書類の整備） 

第８条 補助金の交付を受けた者は、補助金に係る収支を記載した帳簿を備え付けるとと

もに、その証拠となる書類を整理し、かつ、これらの書類を当該事業の完了の日の属す

る年度の翌年度から５年間保存しなければならない。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、令和７年９月８日から施行し、令和７年度分の補助金から適用する。 

告　示
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別表（第２条関係） 

補助対象事業 補助基準 

渇水対策緊急支援事業 １主体（ため池管理者は１池）につき  補助対象経費

（１０，０００円以上のものに限る。）の１／２以内（上限額

１００，０００円） 

 備考 

  １ この表において「補助対象経費」とは、農業の維持及び農業経営基盤の強化に要

する経費で別に定めるものをいう。 

  ２ 補助金の額に１，０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものと 

する。 

  ３ 消費税及び地方消費税相当額は、補助対象経費とすることができない。 

告　示

15



様式第１号（第３条関係） 

年  月  日 

綾部市長         様 

申請者 

住所又は所在地 

氏名                

（法人・団体にあっては名称及び代表者氏名） 

綾部市農業者等特別支援事業補助金交付申請書 

（    年度       事業） 

綾部市農業者等特別支援事業補助金交付要綱第３条の規定により、下記のとおり申請

します。 

記 

１ 交付申請額                円 

２ 添付書類 

（１）事業内容が分かる書類（見積書、納品書又は請求書の写し等） 

（２）その他参考となるべき書類（写真等） 

（３）法人・団体にあっては、規約及び構成員（受益者）名簿等 

（４）その他市長が必要と認める書類 

告　示
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様式第２号（第４条関係） 

第     号 

 年  月  日 

            様 

綾部市長           □印

綾部市農業者等特別支援事業補助金交付（不交付）決定通知書 

（    年度       事業） 

年  月  日付けで申請のありました綾部市農業者等特別支援事業補助金に

つきましては、下記のとおり決定しましたので、綾部市農業者等特別支援事業補助金交付

要綱第４条の規定により通知します。 

記 

交 付 交付決定額                        円 

交 付要件

不 交 付

（理由） 

 この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３

か月以内に、綾部市長に対して審査請求をすることができます。（なお、決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、決定があった日の翌日から起算

して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。） 

また、この決定の取消しを求める訴えは、この決定（この決定について上記の審査請求

をしたときは、当該審査請求に対する裁決）があったことを知った日の翌日から起算して

６か月以内に、綾部市を被告として（訴訟において市を代表する者は市長となります。）

提起することができます。（なお、決定があったことを知った日の翌日から起算して６か

月以内であっても、決定があった日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの

訴えを提起することができなくなります。） 

告　示
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様式第３号（第５条関係）

年  月  日

綾部市長          様

申請者 

住所又は所在地 

氏名                

（法人・団体にあっては名称及び代表者氏名）

綾部市農業者等特別支援事業補助金変更等承認申請書

（    年度       事業） 

年  月  日付け  第    号で交付決定を受けた綾部市農業者等特別

支援事業補助金に係る事業を変更（中止）したいので、綾部市農業者等特別支援事業補助

金交付要綱第５条の規定により、下記のとおり申請します。

記 

１ 交付申請額 変更後                円 

        変更前                円

２ 変更（中止）の理由

３ 変更の内容

４ 添付書類

（１）事業内容が変更されたことが分かる書類 

（２）その他市長が必要と認める書類 
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様式第４号（第６条関係）

年  月  日

綾部市長          様

申請者 

住所又は所在地 

氏名                

（団体にあっては名称及び代表者氏名） 

綾部市農業者等特別支援事業補助金実績報告書

（    年度       事業） 

     年  月  日付け    第    号で交付決定を受けた綾部市農業者等

特別支援事業補助金について、綾部市農業者等特別支援事業補助金交付要綱第６条の規定

により、下記のとおり報告します。

記 

１ 補助金交付決定額                円

２ 補助対象事業の完了年月日      年  月  日

３ 添付書類

（１）補助対象事業の完了を証する書類（見積書、納品書又は請求書の写し等）（補助金

交付申請時に当該書類を既に提出している場合は不要）

（２）その他市長が必要と認める書類

告　示
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綾部市告示第１６１号 

×農林水産業間接補助事業補助金交付要綱（平成２４年綾部市告示第１４５号）の一部を

次のように改正する。 

××令和７年９月１７日 

綾部市長 山 崎 善 也×

×別表中 

「 

農業次世代人材投資事業 農業次世代人材投資資金（経営開始型） 

（１）１人当たり年間１５０万円以内 

（２）夫婦で農業経営を開始する場合は、夫婦合わせ

て年間２２５万円以内 

を 

                                      」 

「 

農業次世代人材投資事業 就農準備資金 

１人当たり年間１５０万円以内 

に、 
経営開始資金 

（１）１人当たり年間１５０万円以内 

（２）夫婦で農業経営を開始する場合は、夫婦合わせ

て年間２２５万円以内 

                                      」 

「集約化」を「集約化等」に改める。 

 様式第１号中「 」を削る。

   附 則 

１ この告示は、令和７年９月１７日から施行する。 

２ この告示による改正後の農林水産業間接補助事業補助金交付要綱の規定は、この告示

の施行の日以後の申請に係る補助金の交付について適用し、同日前の申請に係る補助

金の交付については、なお従前の例による。 

告　示
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綾部市告示第１６２号 

 令和７年度綾部市定額減税補足給付金（不足額給付）支給事務実施要綱を次のように定

める。 

令和７年９月１９日 

綾部市長 山 崎 善 也 

令和７年度綾部市定額減税補足給付金（不足額給付）支給事務実施要綱 

（趣旨）  

第１条 この要綱は、デフレ完全脱却のための総合経済対策における物価高への支援とし

て、新たな経済に向けた給付金・定額減税一体措置として実施する、定額減税補足給付

金（不足額給付） （以下「調整給付金（不足額給付分）」という。）の支給事務の実施

に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義）  

第２条 この要綱において支給される調整給付金（不足額給付分）は、令和６年度綾部市

定額減税補足給付金（調整給付）支給事務実施要綱（令和６年綾部市告示第１７２号）

第１条に規定する調整給付金（以下「調整給付金（当初給付分）」という。）の支給額

に不足が生じる者等に対し、本市によって贈与される給付金をいう。  

（支給対象者）  

第３条 調整給付金（不足額給付分）の支給の対象となる者は、次の各号のいずれかに該

当する者であって、令和７年１月１日時点で本市に住所を有するもの（本市の住民基本

台帳に記録されていないが、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による道府

県民税所得割又は市町村民税所得割（以下「個人住民税所得割」という。）が課される

者等を含む。）とする。ただし、所得税法（昭和４０年法律第３３号）上の非居住者並

びに令和６年分所得税に係る合計所得金額及び令和６年度分個人住民税所得割に係る合

計所得金額が１，８０５万円を超える者を除く。 

（１）ア及びイに掲げる額の合計額（１万円を最小の単位とし、これに満たない端数があ

る場合には切り上げる。）がウに掲げる額を上回る所得税又は個人住民税所得割の納

税義務者 

ア ３万円に、その者の令和６年１２月３１日時点の同一生計配偶者又は扶養親族で

ある者（いずれも国外に居住する者を除く。）の数に１を加えた数を乗じて得た額

から、その者の令和６年分所得税額（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）

第４１条の３の３第１項の規定がないものとした場合における令和６年分の所得

税の額をいう。以下同じ。）を差し引いた額 

イ １万円に、その者の令和５年１２月３１日時点の控除対象配偶者又は扶養親族で

ある者（いずれも国外に居住する者を除く。）の数に１を加えた数を乗じて得た額
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から、その者の令和６年度分個人住民税所得割額（地方税法附則第５条の８第４項

及び第５項の規定の適用を受ける前のものをいう。以下同じ。）を差し引いた額 

ウ 調整給付金（当初給付分）の額（調整給付金（当初給付分）を辞退等した者にあ

っては、調整給付金（当初給付分）を辞退等していなければ受給していた額をいい、

調整給付金（当初給付分）給付対象外であった場合、０とする。） 

（２）令和６年分所得税額及び令和６年度分個人住民税所得割額が０であり、令和６年分

所得税に係る合計所得金額及び令和６年度分個人住民税に係る合計所得金額が４８

万円を超える者 

（３）令和６年分所得税額及び令和６年度分個人住民税所得割額が０であり、地方税法第

３２条第３項及び第３１３条第３項の規定による青色事業専従者又は同法第３２条

第４項及び第３１３条第４項の規定による事業専従者である者 

２ 前項第１号アに掲げる額は、給与支払報告書又は公的年金等支払報告書に記載する控

除外額又は確定申告書、給与支払報告書、公的年金等支払報告書等から把握できる令和

７年度分個人住民税課税情報から推計した令和６年分所得税額から算定した額とする

ことができる。 

３ 第１項各号においては、修正申告等により同時に要件を満たすことのない給付を受け

ている者を除く。 

４ 第１項第２号及び第３号においては、次の各号のいずれかに該当する者を除く。 

（１）令和６年分所得税額又は令和６年度個人住民税所得割額が０でない者 

（２）調整給付金（当初給付分）の給付対象者（控除対象配偶者又は扶養親族として加算

される者を含む。） 

（３）令和５年度の住民税非課税世帯への給付（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付

金を財源として給付したものに限る。）若しくは均等割のみ課税世帯への給付又は令

和６年度の新たに住民税非課税若しくは新たに均等割のみ課税となった世帯への給

付の対象世帯の世帯主又は世帯員 

（支給額）  

第４条 前条第１項第１号の規定による支給対象者に対して支給する調整給付金（不足額

給付分）の金額は、同号ア及びイに掲げる額の合計額（１万円を最小の単位とし、これ

に満たない端数がある場合には切り上げる。）から同号ウに掲げる額を差し引いた金額

とする。ただし、令和６年分所得税に係る合計所得金額が１，８０５万円を超える場合

は同号アを、令和６年度分個人住民税に係る合計所得金額が１，８０５万円を超える場

合は同号イを、それぞれ０とする。また、令和６年１月２日以降に国外から転入し令和

７年１月１日時点で本市に住所を有する者（本市の住民基本台帳に記録されていない 

が、個人住民税所得割が課される者等を含む。）については、同号イを０とする。 

２ 前条第１項第２号及び第３号の規定による支給対象者に対して支給する調整給付金

（不足額給付分）の金額は、原則として、４万円とする。ただし、令和６年１月２日以

降に国外から転入し令和７年１月１日時点で本市に住所を有する者（本市の住民基本台

帳に記録されていないが、個人住民税所得割が課される者等を含む。）については、 

３万円とする。 
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３ 前条第１項第１号ア及びイに掲げる額を課税台帳等から抽出し、調整給付金（不足額

給付分）の金額の算定等の事務処理を進める日（以下「事務処理基準日」という。） 

は、令和７年８月２７日とする。 

４ 事務処理基準日以降に生じた前条第１項第１号ア及びイに掲げる額の修正等について

は、令和７年１１月２８日までに申出があり、修正等が認められるものに限り修正等す

ることができる。ただし、事務処理基準日において、控除対象配偶者又は扶養親族とな

っている者を対象とした修正等は除くものとする。 

（受給権者）  

第５条 調整給付金（不足額給付分）の受給権者は、第３条における支給対象者とする。  

（支給の方式）  

第６条 第３条第１項第１号に規定する者は、調整給付金（不足額給付分）支給確認書（様

式第１号）を提出するものとする。 

２ 第３条第１項第２号又は第３号に規定する者は、調整給付金（不足額給付分）支給確

認書（様式第２号）を提出するものとする。 

３ 前２項の確認書（以下「確認書」という。）の提出は、次の各号に掲げる方式のいず

れかにより行う。この場合、第３号及び第４号に掲げる方式は、確認書の提出者（以下

「提出者」という。）が金融機関に口座を開設していないこと、金融機関から著しく離

れた場所に居住していることその他第１号又は第２号による支給が困難な場合に限り行

う。  

（１）郵送方式 提出者が確認書を郵送により提出し、市長が提出者から通知された金融

機関の口座に振り込む方式  

（２）窓口方式 提出者が確認書を窓口に提出し、市長が提出者から通知された金融機関

の口座に振り込む方式  

（３）窓口現金受領方式 提出者が確認書を郵送により、又は窓口において提出し、市長

が当該窓口で現金を交付することにより支給する方式  

（４）現金書留送付方式 提出者が確認書を郵送により、又は窓口において提出し、市長

が現金書留等により現金を送付する方式  

４ 提出者は、確認書の提出に当たり、公的身分証明書の写し等を提出し、又は提示する

こと等により、提出者本人であることを証するものとする。 

５ 市長は、現住所が確認書に記載する住所地と異なる者等から調整給付金（不足額給付

分）支給確認書送付先変更届（様式第３号。以下「届出書」という。）の提出があった

ときは、当該届出書に記載された送付先に確認書を送付するものとする。 

（代理による確認書の提出等）  

第７条 支給対象者に代わり、代理人として前条の規定による確認書又は届出書（以下 

「確認書等」という。）の提出及び調整給付金（不足額給付分）の受給を行うことがで

きる者は、原則として次に掲げる者に限る。  

（１）法定代理人（親権者、未成年後見人、成年後見人、代理権付与の審判がなされた保

佐人及び代理権付与の審判がなされた補助人）  

（２）親族その他の平素から支給対象者本人の身の回りの世話をしている者等で市長が特
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に認める者  

２ 代理人が確認書等の提出をするときは、委任欄に代理人氏名等を記載するとともに、

原則として委任状を提出する。この場合において、市長は、公的身分証明書の写し等の

提出又は提示を求めること等により、代理人が当該代理人本人であることを確認する。  

３ 第１項第１号及び第２号の者にあっては、市長が別に定める方法により、代理権を確

認するものとする。  

（確認書提出等の期限）  

第８条 確認書の提出受付開始日は、市長が別に定める日とする。  

２ 確認書の提出期限は令和７年１１月２８日とし、届出書の提出期限は令和７年１０月

３１日とする。 

（支給の決定）  

第９条 市長は、第６条の規定により確認書を受理したときは、速やかに内容を確認の 

上、支給を決定し、当該支給対象者に対し調整給付金（不足額給付分）を支給する。 

（調整給付金（不足額給付分）の支給等に関する周知等）  

第１０条 市長は、給付金事業の実施に当たり、支給対象者の要件、確認書の提出の方 

法、確認書の提出受付開始日等の事業の概要について、広報その他の方法による住民へ

の周知を行う。 

（確認書の提出等が行われなかった場合等の取扱い）  

第１１条 市長が前条の規定による周知を行ったにもかかわらず、支給対象者から第８条

第２項の提出期限までに確認書の提出等が行われなかった場合は、支給対象者が調整給

付金（不足額給付分）の支給を受けることを辞退したものとみなす。  

２ 市長が第９条の規定による支給の決定を行った後、確認書等の不備による振込不能等

があり、確認等に努めたにもかかわらず確認書等の補正が行われず、支給対象者の責に

帰すべき事由により支給ができなかったときは、当該確認書等は取り下げられたものと

みなす。  

（給付金の返還）  

第１２条 市長は、偽りその他不正の手段により調整給付金（不足額給付分）の支給を受

けた者に対し、支給を行った調整給付金（不足額給付分）の返還を求める。  

（受給権の譲渡又は担保の禁止）  

第１３条 調整給付金（不足額給付分）の支給を受ける権利は、譲り渡し、又は担保に供

してはならない。  

（その他）  

第１４条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。  

附 則 

 この告示は、令和７年９月１９日から施行する。 

告　示
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受取口座を確認できる書類の写し（コピー）
受取口座の金融機関名、口座番号、口座名義人(カナ)がわかる

          通帳又はキャッシュカードの写し

本人確認書類等貼付用紙

      本人（代理人）確認書類の写し（コピー）
         ※マイナンバーカード（表面のみ）、運転免許証、障害者手帳等
          顔写真付きのものの写し（いずれか１つ）

         上記以外は、年金手帳、介護保険証、後期高齢者医療証等から
         いずれか２つ以上を添付

              ※代理人による場合は、本人及び代理人それぞれの本人確認書類を添付

別 紙

告　示
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受取口座を確認できる書類の写し（コピー）
受取口座の金融機関名、口座番号、口座名義人(カナ)がわかる

          通帳又はキャッシュカードの写し

本人確認書類等貼付用紙

      本人（代理人）確認書類の写し（コピー）
         ※マイナンバーカード（表面のみ）、運転免許証、障害者手帳等
          顔写真付きのものの写し（いずれか１つ）

         上記以外は、年金手帳、介護保険証、後期高齢者医療証等から
         いずれか２つ以上を添付

              ※代理人による場合は、本人及び代理人それぞれの本人確認書類を添付

別 紙
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様式第３号（第６条関係）

※本様式は、住所地とは別の場所への確認書の送付を希望する方などが使用するものです。

　 様式第１号又は様式第２号（確認書）が届いた場合は、本様式を使用せず、確認書に記入・返送してください。

※本様式を提出いただいた場合、綾部市において支給要件に該当するか審査の上で、

　 記入いただいた現住所に確認書を送付します。給付金の受給には、確認書の提出が必要です。

（ ）

【代理人が変更届を提出する場合】

 　 昭和・平成

（ ）

上記の者を代理人と認め、調整給付金（不足額給付分）

　支給確認書送付先変更届の提出を委任します。

※必要事項をご記入ください。

変更後の送付先（本様式上部）

署名（本様式下部）

『本人（代理人）確認書類の写し（コピー）』
※

※記入漏れや提出書類の不備はありませんか。（不備がある場合、確認書を送付できない場合があります。）

本申立ての内容に相違ありません。

令和　　　　年　　　　月　　　　日 提出者氏名

●変更後の送付先

調整給付金（不足額給付分）（※）支給確認書 送付先変更届
（住所地とは別の場所への確認書の送付を希望する方など向け）

※ 調整給付金（不足額給付分）とは、令和６年に支給した調整給付金（当初給付分）注の算定に際し、令和５年所得等を基にした
推計額（令和６年分推計所得税額）を用いて算定したことにより、結果として支給額に不足が生じた方などに対し、不足する額を
支給するものです。

支給市区町村
（令和７年度個人住民税の課税市区町村）

綾部市長
様　　　　　　

電話

本人氏名

提出書類

『調整給付金（不足額給付分）　支給確認書　送付先変更届』

       本人（代理人）確認書類の写し（コピー）
            ※マイナンバーカード（表面のみ）、運転免許証、障害者手帳等
             顔写真付きのものの写し（いずれか１つ）

            上記以外は、年金手帳、介護保険証、後期高齢者医療証等から
            いずれか２つ以上を添付

            ※代理人による場合は、本人及び代理人それぞれの本人確認書類を添付

代
理
人

代理人生年月日 代　理　人　現　住　所
（　フ　リ　ガ　ナ　）

提出者のマイナンバーカード（表面のみ）、運転免許証、障害者手帳等顔写真付きのものの写し（いずれか１つ）
上記以外は健康保険証、年金手帳、介護保険証、後期高齢者医療証等からいずれか２つ以上を本様式下部に添付してください。

署名　　（注）代理人名ではありません。

年　　　月　　　日

生　年　月　日

昭和・平成

年　　　月　　　日

（　フ　リ　ガ　ナ　）
現　　　住　　　所

氏　　　　　名

本人との
関係代理人氏名

電話

市区町村

受付印
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綾部市告示第１６３号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１９条第２項の規定に基づき、令和７年９

月綾部市議会定例会において議決を経た予算の要領を次のとおり公表する。 

  令和７年９月２４日 

綾部市長 山 崎 善 也  

１ 令和７年度綾部市一般会計補正予算（第３号） 

２ 令和７年度綾部市農林業者労働災害共済特別会計補正予算（第１号） 

３ 令和７年度綾部市国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 

４ 令和７年度綾部市介護保険特別会計補正予算（第１号） 

５ 令和７年度綾部市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

６ 令和７年度綾部市駐車場特別会計補正予算（第１号） 

７ 令和７年度綾部市住宅・工業団地事業特別会計補正予算（第１号） 

  （以下掲示済） 
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綾部市告示第１６４号 

 地縁による団体「金河内町自治会」において告示事項の変更があったので、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１０項の規定により告示する。 

  令和７年１０月１日 

綾部市長 山 崎 善 也 

１ 変更があった事項及びその内容 

  代表者を 綾部市金河内町迫搗１１番地 瀬戸川 雄 一 に変更する 

代理人を 綾部市金河内町下地３番地 梅 原 和 久 に変更する 

２ 変更の年月日 

  令和７年４月１日 

３ 変更の理由 

  任期満了による交代 
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綾部市公告第１１５号

 次の書類は、地方税法第２０条の２の規定に基づき公告する。

 なお、送達すべき書類は、綾部市企画総務部税務課において保管し、送達を受けるべき

者の申出があれば交付する。

  令和７年９月２日

                           綾部市長 山 崎 善 也

（以下掲示済） 

公　告
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綾部市公告第１１６号

 次の書類は、地方税法第２０条の２の規定に基づき公告する。

 なお、送達すべき書類は、綾部市企画総務部税務課において保管し、送達を受けるべき

者の申出があれば交付する。

  令和７年９月４日

                           綾部市長 山 崎 善 也

（以下掲示済） 

公　告
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綾部市公告第１１７号 

水量水質安定的対策事業、鹿の子橋水管橋改修工事に係る入札参加資格について、次

のとおりお知らせしますので、入札参加希望者は申請してください。なお、この工事の入

札は電子入札による公募型指名競争入札とします。 

令和７年９月８日 

綾部市長 山 崎 善 也  

１ 工事概要 

 （１）工事番号  第５０７ ６５号 

（２）工 事 名  鹿の子橋水管橋改修工事 

 （３）工事場所  綾部市里町（別添位置図参照） 

 （４）工事内容   本工事は、水量水質安定的対策事業に伴い配水管を整備するもの

です。工事区間は生活道路及び通学路となっているため、通行確保、

安全対策、環境対策にも万全の配慮が必要です。 

 （５）工事概要  配水管布設工 ＷＥＥＴＡ－１３．６ Ｗ２００Ｓ Ｌ＝３４ｍ 

          配水管布設工 ＷＥ－１３．６ Ｗ２００Ｓ Ｌ＝１ｍ 

配水管布設工 ＷＥ－１３．６ Ｗ２００  Ｌ＝４ｍ 

配水管布設工 ＤＣＩＰ（ＧＸ）φ２００  Ｌ＝２３ｍ 

仮設配水管工 一式 

 （６）予定工期  令和７年１０月 ８日から 

令和８年 ３月３１日まで（１７５日間） 

２ 入札参加資格 

この工事の入札参加資格は、次の要件を全て満たす業者で入札参加申請に基づき、

本市が資格認定した者とします。 

（１）契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を得ないものでないこと。 

（２）令和７年度綾部市建設工事指名競争入札参加資格者名簿に水道施設工事のＡ等

級で登録されており、令和７年４月１日以降継続して綾部市内に本店を有する単

体業者であること。また、申請日時点において綾部市の指名停止又は市が締結す

る契約等からの除外措置を受けていないこと。 

（３）令和７年度の指名競争入札参加資格審査結果通知書で、水道施設工事の総合評

点が７５０点以上であること。 

（４）綾部市水道配管講習会終了者を、常時２名以上雇用しているものであること。 

（５）水道施設工事に係る綾部市発注工事で、令和６年１月１日から令和６年１２月

３１日の間において、完了工事の成績評点が６５点に満たない評定を受けていな

いこと。
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（６）請負金額１，０００万円以上（合併発注や特命随契との合計額でも可）の水道

施設工事の施工実績を有していること。ただし、この施工実績は公共工事で申請

者の元請実績とし、民間工事や下請実績は認めません。また、この施工実績はコ

リンズ又は請負契約書などで確認できること。 

（７）水道施設工事に係る技術者を、主任技術者又は監理技術者等として工事現場に

配置し得ること。 

（８）配置予定とする現場代理人の技術資格・工事経験については問わないが、現場

代理人、主任技術者又は監理技術者等は、申請者と直接的かつ恒常的な雇用関係

にある者であること。なお、ここでいう「恒常的な雇用関係」とは、この公募型

指名競争入札参加申請書の申請日以前に３箇月以上の雇用関係があることをいう。 

３ 提出書類 

 （１）公募型指名競争入札参加申請書 

   ・電子入札システムから公募型指名競争入札参加申請書を提出すること。ただし、

紙入札希望業者は、「紙入札方式参加承諾願」（別記様式―１）とともに「公募

型指名競争入札参加申請書」（別記様式―２）２部を監理課へ持参により提出す

ること。 

 （２）技術資料及び資格者証等の写し 

   ・電子入札システムで、公募型指名競争入札参加申請書の添付資料に技術資料及

び資格者証の写しを添付して提出すること。添付するファイルの形式及び容量

については「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第７条によること。 

紙入札希望業者は、（１）の承諾願及び申請書とともに「技術資料」（別記様式―

３）及び資格者証の写しを監理課へ持参により提出すること。 

   ・「同種工事又は類似工事の施工実績」には、２（６）に該当する工事を記載し、

資料としてコリンズ又は請負契約書の写し及び工事内容の確認できる資料を添

付すること。（コリンズを添付する場合は請負契約書等の写しは不要としま

す。） 

   ・「当該工事に配置予定の現場代理人、主任技術者又は監理技術者等の資格」には、

それぞれ配置予定者について５名以内で記載することとし、主任技術者又は監

理技術者等の法令による免許欄には、２（７）に該当する技術資格を記載し、

資料として技術者証の写しを添付すること。 

   ・２（８）を確認する資料として、所属建設業者と直接的な雇用の確認ができる

書類を添付すること。 

４ 設計図書の閲覧及び入札参加申請書の受付 

 （１）設計図書の閲覧 

   ①期間  令和７年９月８日（月）午前９時から 

   ②方法  京都府入札情報公開システムからのダウンロードを基本とします。 

（https://kyoto.efftis.jp/26000/CALS/PPI_P/） 
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ただし、これによりがたい場合は有償での配布としますので、希望者は

事前に監理課まで連絡をお願いします。配布場所は綾部市建設部監理課

契約・指導検査担当（本庁東３階）とします。 

（２）入札参加申請書の受付 

  ①期間  令和７年９月１１日（木）午前９時から午後６時まで 

       令和７年９月１２日（金）午前９時から正午まで 

       ただし、紙入札希望業者の提出で９月１１日については午前９時から

正午までと午後１時から午後５時までとします。 

  ②方法  電子入札システムからの提出とします。ただし、紙入札希望業者は、

監理課への持参による提出とします。 

５ 入札参加者への通知 

 （１）入札通知書及び非指名通知書については、令和７年９月中旬に電子入札システ

ムで通知します。ただし、紙入札希望業者には郵送で通知します。 

 （２）非指名通知書を受けた者は、通知した日から起算して５日以内に、書面により

非指名理由についての説明を求めることができます。 

６ 設計図書等に関する質疑の受付及び回答 

   ①期間  令和７年９月１９日（金）から 

        令和７年９月２２日（月）正午まで 

   ②方法  綾部市指定の「質疑書」により提出するものとします。「質疑書」の提

出は、監理課への持参、ファックス、メールのいずれかによることとし

ますが、持参の場合は開庁日の午前９時から正午までと午後１時から午

後５時（最終日は正午）までとします。 

   ③対象  指名業者の「質疑書」のみ受け付けます。 

   ④回答  令和７年９月２５日（木）午後５時までに京都府入札情報公開システム

に掲載します。ただし、紙入札希望業者には同日午後５時までにファッ

クスにて回答します。なお、質疑の無い場合は回答の掲載等は行いませ

ん。 

７ 入札期間及び開札の日時 

 （１）入札期間 

   ①期間  令和７年 ９月３０日（火）午前９時から午後６時まで 

        令和７年１０月 １日（水）午前９時から午後２時まで 

       ただし、紙入札者の提出は９月３０日の午前９時から正午までと午後

１時から午後５時までと、１０月１日の午前９時から正午までと午後１

時から午後２時までとします。 

  ②方法  電子入札システムからの提出とします。 

        （https://kyoto.efftis.jp/26000/CALS/Accepter/） 
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        工事内訳書を必ず添付してください。添付するファイルの形式及び容量

については、「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第１１条によるこ

と。 

ただし、紙入札者は、監理課への持参による提出とします。作成方法に

ついては、「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第１９条第４項によ

ること。 

 （２）開札の日時 

        令和７年１０月２日（木）午前９時３０分 

８ 入札保証金 

   入札保証金については、綾部市会計規則（昭和５７年綾部市規則第２号）第７７

条第１項第２号及び第３号により免除します。 

９ 落札者の決定方法 

   綾部市会計規則第７８条の規定により作成された予定価格の制限の範囲内で最低

の価格をもって入札した者を落札者とします。 

   ただし、この工事は最低制限価格を設けているため、最低制限価格未満で入札し

た者は失格とします。 

10 入札の無効 

   入札の無効については、「綾部市工事等競争入札心得」第１２条によることとしま

す。 

11 郵送による入札の可否 

   郵送による入札は認めません。 

12 最低制限価格の算出式について 

この工事については、綾部市の「建設工事にかかる最低制限価格について 令和

７年４月１日改正」の「一般土木工事等（Ｎｏ．１）」の算出式を適用とします。 

13 その他 

 （１）工事概要、工事内容に関する問い合わせは、入札通知までは受け付けません。 

 （２）入札参加者は、本公告文、設計図書、仕様書及び契約書を熟読し、綾部市公共

工事等電子入札運用基準、綾部市工事等競争入札心得を遵守してください。 

 （３）入札通知後、入札日までに本入札を辞退するときは、電子入札システムへの入

札辞退届の登録又は綾部市指定の「入札辞退届」を提出してください。 

 （４）入札参加資格者であっても、入札日までに入札参加資格を満たさなくなったり、

関係法令に違反するなど、明らかに契約の相手方として不適当であると認められ

た場合は、入札参加資格を取り消し文書で通知します。 
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 （５）配置予定の現場代理人、主任技術者又は監理技術者等が、他の工事の受注等に

より配置できないと認められる場合は、本件の入札を無効とします。 

 （６）本案件は募集型競争入札のため、入札締切予定日時を過ぎて入札書が未到達で

あり、かつ、入札辞退の手続を行っていない場合においては、「不着」として取扱

うこととし、次回以降直近の同種案件において入札参加を認めません。 

14 問い合わせ先 

   綾部市建設部監理課契約・指導検査担当 

   郵便番号 ６２３－８５０１ 

   所 在 地 京都府綾部市若竹町８－１ 

        綾部市役所本庁東３階 

  電話番号 ０７７３－４２－４２７６（直通） 

ＦＡＸ番号 ０７７３－４２－４４０６（代表） 

  Ｅ-mail kanri@city.ayabe.lg.jp 
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様式－１

紙入札方式参加承諾願

１ 工事番号                         

２ 工 事 名                         

３ 場  所                         

４ 電子入札システムでの参加ができない理由

 上記の案件は、電子入札対象案件ではありますが、今回は当社においては上

記理由により電子入札システムを利用しての参加ができないため、紙入札方式

での参加を承諾いただきますようお願いいたします。

令和   年   月   日              

住  所                   

氏  名                    

 綾 部 市 長  様
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様式－２ 

公募型指名競争入札参加申請書 

令和  年  月  日 

 綾部市長 山 崎 善 也  様 

住 所                

商号又は名称                

代 表 者 氏 名              

電 話 番 号                

Ｆ Ａ Ｘ 番 号                

 下記工事の建設工事請負契約に係る公募型指名競争入札に参加を希望したく、

添付書類を添えて提出します。 

 なお、本申請書及び添付書類のすべての記載事項は事実と相違ないことを誓

約します。 

記

   工事番号   

   工 事 名  

   工事場所   

   添付書類  技術資料（添付資料及び資格者証等を含む） 
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様式－３ 

技 術 資 料 

住 所                

名 称                
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１ 同種工事又は類似工事の施工実績 

工

事

名

称

等

工事名称  

発注機関名 

施工場所  

契約金額  

工 期 年 月～   年 月 年 月～   年 月

受注形態等 単体／ＪＶ（出資比率  ％） 単体／ＪＶ（出資比率  ％）

工 事 概 要 等 

技術的特記事項 
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２ 当該工事に配置予定の現場代理人、主任技術者又は監理技術者等の資格 

区   分 現 場 代 理 人 主任技術者又は監理技術者等

従 事 予 定 者 名   

所 属 会 社 名   

生年月日（年齢）   

最 終 学 歴    

法令による免許  

（取得年月日）  

（ 登 録 番 号 ） 

現
在
の
受
持
工
事

工 事 名 

施工場所  

工 期 年 月～   年 月 年 月～   年 月

従事役職  

重複する  

場 合 の 

対応措置  

区   分 現 場 代 理 人 主任技術者又は監理技術者等

従 事 予 定 者 名   

所 属 会 社 名   

生年月日（年齢）   

最 終 学 歴    

法令による免許  

（取得年月日）  

（ 登 録 番 号 ） 

現
在
の
受
持
工
事

工 事 名 

施工場所  

工 期 年 月～   年 月 年 月～   年 月

従事役職  

重複する  

場 合 の 

対応措置  
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綾部市公告第１１８号 

 綾部市の公の施設の指定管理者を次により公募します。 

  令和７年９月１０日 

綾部市長 山 崎 善 也    

１ 公募する施設及び担当課 

（１）綾部市かんばやし交流館（高齢者支援課） 

（２）綾部市清山荘（高齢者支援課） 

（３）綾部市ふれあいの家（高齢者支援課） 

（４）Ｉ・Ｔビル（商工労政課） 

（５）綾部工業団地・交流プラザ・綾部工業団地・ヘリストップ（商工労政課） 

（６）綾部市地域交流センター（商工労政課） 

（７）綾部市以久田野多目的広場（農政課） 

（８）綾部市山家運動公園（農政課） 

（９）綾部市里山交流研修センター（観光交流課） 

（１０）あやべ観光案内所（観光交流課） 

（１１）あやべ温泉・薬草の森・綾部市二王公園・二王広場（観光交流課） 

（１２）綾部市総合運動公園・綾部市研修センター・綾部市第１市民グラウンド・綾部市

第２市民グラウンド・綾部市渕垣グラウンド・綾部市田野グラウンド・綾部市西

部グラウンド・綾部市東部グラウンド・綾部市うずい野農村広場・綾部市丸山ス

ポーツ公園・高倉公園（文化・スポーツ振興課） 

（１３）綾部市市民プール（文化・スポーツ振興課） 

２ 公募の期間等 

  令和７年９月１０日（水）から令和７年１０月１日（水）まで 

  （午前８時３０分から午後５時１５分まで。閉庁日を除く。） 

３ 関係書類（指定管理者募集要項等）の縦覧場所 

  綾部市役所（行政情報コーナー） 

４ その他 

  公募の内容については、各担当課にお問い合わせください。 
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綾部市公告第１１９号 

農地中間管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）第１８

条第１項の規定に基づき、農用地利用集積等促進計画について認可したので、

同条第７項の規定により公告する。 

令和７年９月１０日 

綾部市長 山 崎 善 也 
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綾部市公告第１２０号

 次の書類は、地方税法第２０条の２の規定に基づき公告する。

 なお、送達すべき書類は、綾部市企画総務部税務課において保管し、送達を受けるべき

者の申出があれば交付する。

  令和７年９月１９日

                           綾部市長 山 崎 善 也

（以下掲示済） 

公　告

49



綾部市公告第１２１号

下水道整備事業、公共下水道舗装復旧（７－１）工事に係る入札参加資格について、

次のとおりお知らせしますので、入札参加希望者は申請してください。なお、この工事

の入札は電子入札による条件付一般競争入札とします。

令和７年９月２２日

綾部市長 山 崎 善 也 

１ 工事概要

（１）工事番号   第５０７ ６７号

（２）工 事 名   公共下水道舗装復旧（７－１）工事 

（３）工事場所   綾部市青野町（別添位置図参照）

（４）工事概要   Ｌ＝９９２．６ｍ Ｗ＝４．４～１０．０５ｍ

アスファルト舗装工 Ａ＝４，８２０㎡

（５）予定工期   令和７年１０月２２日から

          令和８年 ３月２０日まで（１５０日間）

２ 入札参加資格

  この工事の入札参加資格は、次の要件を全て満たす業者で入札参加資格確認申請

に基づき、本市が資格認定したものとします。

（１）契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を得ない者でないこと。

（２）令和７年度綾部市建設工事指名競争入札参加資格者名簿で舗装工事のＡ等級で

登録されており、令和７年４月１日以降継続して綾部市内に本店を有する単体業

者で、申請日時点において綾部市の指名停止及び市が締結する契約等からの除外

措置を受けていないこと。

（３）舗装工事に係る綾部市発注工事で、令和６年１月１日から令和６年１２月３１

日の間において、完了工事の成績評点が６０点に満たない評定を受けていないこ

と。

（４）申請者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある現場代理人、主任技術者が配置で

きること。なお、ここでいう「恒常的な雇用関係」とは、この一般競争入札参加

資格確認申請書の提出日以前に３箇月以上の雇用関係があることをいう。

３ 提出書類

（１）一般競争入札参加資格確認申請書

   電子入札システムから一般競争入札参加資格確認申請書を提出すること。ただ

し、紙入札希望業者は「紙入札方式参加承諾願」（別記様式―１）とともに「一

般競争入札参加資格確認申請書」（別記様式―２）２部を監理課へ持参により提
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出すること。

（２）配置予定者名簿

   電子入札システムで、一般競争入札参加資格確認申請書の添付資料に「配置予

定者名簿」（別記様式―３）を添付して提出すること。添付するファイルの形式

及び容量については「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第７条によること。

  ただし、紙入札希望業者は（１）の承諾願及び申請書とともに「配置予定者名簿」

を監理課へ持参により提出すること。

４ 設計図書の閲覧及び入札参加資格確認申請書の受付

（１）設計図書の閲覧

   ①期間  令和７年９月２２日（月）午前９時から

   ②方法  京都府入札情報公開システムからのダウンロードを基本とします。

（https://kyoto.efftis.jp/26000/CALS/PPI_P/） 

ただし、これによりがたい場合は有償での配布としますので、希望者

は事前に監理課まで連絡をお願いします。配布場所は綾部市建設部監

理課契約・指導検査担当（本庁東３階）とします。

 （２）入札参加資格確認申請書の受付

   ①期間  令和７年９月２６日（金）午前９時から午後６時まで

        令和７年９月２９日（月）午前９時から正午まで

        ただし、紙入札希望業者の提出で９月２６日については午前９時から

正午までと午後１時から午後５時までとします。

②方法  電子入札システムからの提出とします。ただし、紙入札希望業者は、

監理課への持参による提出とします。

５ 入札参加資格確認通知について

（１）一般競争入札参加資格確認通知書については、令和７年１０月上旬に電子入札

システムで通知します。ただし、紙入札希望業者には郵送で通知します。

（２）資格なしの通知を受けた者は、通知した日から起算して５日以内に、書面によ

りその理由について説明を求めることができます。

６ 設計図書等に係る質疑の受付及び回答

①期間  令和７年１０月３日（金）から

     令和７年１０月６日（月）正午まで

②方法  綾部市指定の「質疑書」により提出するものとします。「質疑書」の

提出は、監理課への持参、ファックス、メールのいずれかによること

としますが、持参の場合は開庁日の午前９時から正午までと午後１時

から午後５時（最終日は正午）までとします。

③対象  入札参加資格者の「質疑書」のみ受け付けます。

④回答  令和７年１０月８日（水）午後５時までに京都府入札情報公開システ
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ムに掲載します。ただし、紙入札希望業者には同日午後５時までにフ

ァックスにて回答します。なお、質疑の無い場合は回答の掲載等は行

いません。

７ 入札期間及び開札の日時

 （１）入札期間

   ①日時  令和７年１０月１４日（火）午前９時から午後６時まで 

        令和７年１０月１５日（水）午前９時から午後２時まで 

        ただし、紙入札者の提出は１０月１４日の午前９時から正午までと午

後１時から午後５時までと、１０月１５日の午前９時から正午までと

午後１時から午後２時までとします。

   ②方法  電子入札システムからの提出とします。

        （https://kyoto.efftis.jp/26000/CALS/Accepter/） 

        工事内訳書を必ず添付してください。添付するファイルの形式及び容

量については、「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第１１条によ

ること。

        ただし、紙入札者は、監理課への持参による提出とします。作成方法

については、「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第１９条第４項

によること。

 （２）開札の日時

        令和７年１０月１６日（木）午前９時３０分

８ 入札保証金

   入札保証金については、綾部市会計規則（昭和５７年綾部市規則第２号）第７７

条第１項第２号及び第３号により免除します。

９ 落札者の決定方法

   綾部市会計規則第７８条の規定により作成された予定価格の制限の範囲内で最

低の価格をもって入札した者を落札者とします。

   ただし、この工事は最低制限価格を設けているため、最低制限価格未満で入札し

た者は失格とします。

10 入札の無効

   入札の無効については、「綾部市工事等競争入札心得」第１２条によることとし

ます。

   また、他の工事の受注等により、「配置予定者名簿」の配置ができないと認めら

れる場合は、本件の入札を無効とします。
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11 郵送による入札の可否

   郵送による入札は認めません。

12 最低制限価格の算出式について

この工事については、綾部市の「建設工事にかかる最低制限価格について 令和

７年４月１日改正」の「一般土木工事等（Ｎｏ．１）」の算出式を適用とします。

13 その他

 （１）工事概要、工事内容に関する問い合わせは、入札参加資格確認通知までは受け

付けません。

 （２）入札参加者は、本公告文、設計図書、仕様書及び契約書を熟読し、綾部市公共

工事等電子入札運用基準、綾部市工事等競争入札心得を遵守してください。

（３）入札参加資格確認後、入札日までに本入札を辞退するときは、電子入札システ

ムへの入札辞退届の登録又は綾部市指定の「入札辞退届」を提出してください。

（４）入札参加資格者であっても、入札日までに入札参加資格を満たさなくなったり、

関係法令に違反するなど、明らかに契約の相手方として不適当であると認められ

た場合は、入札参加資格を取り消し文書で通知します。

（５）本案件は募集型競争入札のため、入札締切予定日時を過ぎて入札書が未到達で

あり、かつ、入札辞退の手続を行っていない場合においては、「不着」として取

扱うこととし、次回以降直近の同種案件において入札参加を認めません。

14 問い合わせ先

   綾部市建設部監理課契約・指導検査担当

   郵便番号  ６２３－８５０１

   所 在 地  京都府綾部市若竹町８－１

         綾部市役所本庁東３階

  電話番号  ０７７３－４２－４２７６（直通） 

ＦＡＸ番号  ０７７３－４２－４４０６（代表）

   E - m a i l  kanri@city.ayabe.lg.jp 
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様式－１

紙入札方式参加承諾願

１ 工事番号                        

２ 工 事 名                        

３ 場  所                        

４ 電子入札システムでの参加ができない理由

 上記の案件は、電子入札対象案件ではありますが、今回は当社においては上

記理由により電子入札システムを利用しての参加ができないため、紙入札方式

での参加を承諾いただきますようお願いいたします。

令和   年   月   日              

住  所                   

氏  名                    

 綾 部 市 長  様
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様式－２

一般競争入札参加資格確認申請書

令和  年  月  日

 綾部市長 山 崎 善 也  様

住 所                

氏 名               

電 話 番 号                

ＦＡＸ番 号                

 下記工事の建設工事請負契約に係る条件付一般競争入札に参加したいので、

参加資格確認申請書を提出します。

記

   工 事 番 号   

   工 事 名   

   工 事 場 所   
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様式－３

配 置 予 定 者 名 簿

工 事 番 号：

工 事 名：

商号及び名称：

現 場 代 理 人 主 任 技 術 者 

１ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

２ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

３ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

４ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

５ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 
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【記載上の注意事項】

１）配置予定者 共通 

  １ 申請段階で配置可能な方を上段に記載してください。組み合わせの制限はありません

ので、それぞれに配置可能な方の氏名のみを５名以内で記載してください。

  ２ 下段には、手持工事の有無について記載し、手持ち工事がある場合は、全ての工事に

ついて工事名、請負金額、役職名、完了予定日を記載してください。（ただし、当該工事

と工期が重複する工事の現場代理人や専任を要する技術者の場合は、配置予定者が変更

可能な場合及び下記に示す現場代理人、主任技術者それぞれの兼務条件を満たす方のみ

とします。）

  ３ 申請者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある方で、「建設工事入札参加資格審査申請

書」に添付された現場代理人名簿又は技術者名簿から選定してください。（ただし、新

たに採用された技術者を配置する場合は、この申請までに入札参加資格記載事項変更

届を監理課へ提出してください。）

２）主任技術者 

 １ 舗装工事にかかる技術資格を有した方を記載してください。

 ２ 請負金額が４，５００万円未満の場合は、他の工事の非専任の主任技術者を兼務して

配置することができますが、請負金額が４，５００万円以上となる場合は専任の主任技

術者となるため、特別な場合を除き、営業所専任の技術者や他の工事の主任技術者を兼

務して配置することはできません。（ただし、工事の対象となる工作物に一体性若しく

は連続性が認められる工事又は施工にあたり相互に調整を要する工事で、かつ、工事

現場の相互の間隔が１０㎞程度の近接した場所において同一の建設業者が施工する場

合（以下「近接関連工事」）は、同一の専任の主任技術者が兼務することができます。）

３ 非専任の主任技術者が現場代理人を兼務する場合は、兼務する工事の当初請負額の合

計が４，５００万円未満とします。（ただし、増額等により専任義務工事となった場合

は上記２と同様の取り扱いとします。）

４ 請負金額にかかわらず入札公告等で専任を条件としている場合は兼務できません。

３）現場代理人 

 １ 本工事期間中、工事現場に常駐できる方を記載してください。（ただし、工事請負契約

書第１０条第３項に規定する「現場代理人の工事現場における運営、取締り及び権限の

行使に支障がない場合」と発注者が認める期間は除きます。）

２ 他の工事との兼務は出来ません。（ただし、以下に示す場合は複数の工事を兼務するこ

とができます。）

  （１）３）の１に規定する期間。

  （２）一件の入札で複数の契約をする場合。

  （３）現場代理人が兼務する場合の共通条件として、以下の全てを満たす工事としま

す。（ただし、公告等で専任を条件としている場合は除く。）
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     ・兼務する工事が２件までであること。（ただし、災害復旧工事を含む場合は、既

発注分も含め３件までとする。）

     ・兼務する工事が、綾部市又は国、地方公共団体等の発注する工事であること。

（ただし、綾部市と異なる発注機関の工事が含まれる場合は、他の発注機関が

現場代理人の兼務を了承していること。）

     ・兼務する綾部市の工事現場に現場代理人又は連絡員が駐在すること。

     ・兼務するいずれかの現場に現場代理人が駐在すること。

     ・連絡員及び連絡体制は、工事打合簿で明確にすること。また、連絡員は、元請

業者の社員の他一次下請業者の社員でも可能としますが、ガードマンや一次以

外の下請業者の社員等は連絡員にはなれません。

   （４）兼務する工事が技術者非専任の場合は、上記（３）に示す共通条件の他、次の

全てを満たす工事とします。

     ・兼務する工事が、綾部市内であること。

・兼務する工事の当初請負金額の合計が４，５００万円未満であること。

   （５）兼務するいずれかの工事が主任技術者専任の場合は、上記（３）に示す共通条

件の他、近接関連工事であること。
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綾部市公告第１２２号

道路整備事業、市道向田線舗装工事に係る入札参加資格について、次のとおりお知ら

せしますので、入札参加希望者は申請してください。なお、この工事の入札は電子入札

による条件付一般競争入札とします。

令和７年９月２２日

綾部市長 山 崎 善 也 

１ 工事概要

（１）工事番号   第５０７ ６８号

（２）工 事 名   市道向田線舗装工事 

（３）工事場所   綾部市志賀郷町（別添位置図参照）

（４）工事概要   Ｌ＝１０９．２ｍ Ｗ＝７．０～８．６５ｍ

アスファルト舗装工 Ａ＝７９９㎡

（５）予定工期   令和７年１０月２２日から

          令和８年 １月 ９日まで（８０日間）

２ 入札参加資格

  この工事の入札参加資格は、次の要件を全て満たす業者で入札参加資格確認申請

に基づき、本市が資格認定したものとします。

（１）契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を得ない者でないこと。

（２）令和７年度綾部市建設工事指名競争入札参加資格者名簿で舗装工事のＢ等級で

登録されており、令和７年４月１日以降継続して綾部市内に本店を有する単体業

者で、申請日時点において綾部市の指名停止及び市が締結する契約等からの除外

措置を受けていないこと。

（３）舗装工事に係る綾部市発注工事で、令和６年１月１日から令和６年１２月３１

日の間において、完了工事の成績評点が６０点に満たない評定を受けていないこ

と。

（４）申請者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある現場代理人、主任技術者が配置で

きること。なお、ここでいう「恒常的な雇用関係」とは、この一般競争入札参加

資格確認申請書の提出日以前に３箇月以上の雇用関係があることをいう。

３ 提出書類

（１）一般競争入札参加資格確認申請書

   電子入札システムから一般競争入札参加資格確認申請書を提出すること。ただ

し、紙入札希望業者は「紙入札方式参加承諾願」（別記様式―１）とともに「一

般競争入札参加資格確認申請書」（別記様式―２）２部を監理課へ持参により提
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出すること。

（２）配置予定者名簿

   電子入札システムで、一般競争入札参加資格確認申請書の添付資料に「配置予

定者名簿」（別記様式―３）を添付して提出すること。添付するファイルの形式

及び容量については「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第７条によること。

  ただし、紙入札希望業者は（１）の承諾願及び申請書とともに「配置予定者名簿」

を監理課へ持参により提出すること。

４ 設計図書の閲覧及び入札参加資格確認申請書の受付

（１）設計図書の閲覧

   ①期間  令和７年９月２２日（月）午前９時から

   ②方法  京都府入札情報公開システムからのダウンロードを基本とします。

（https://kyoto.efftis.jp/26000/CALS/PPI_P/） 

ただし、これによりがたい場合は有償での配布としますので、希望者

は事前に監理課まで連絡をお願いします。配布場所は綾部市建設部監

理課契約・指導検査担当（本庁東３階）とします。

 （２）入札参加資格確認申請書の受付

   ①期間  令和７年９月２６日（金）午前９時から午後６時まで

        令和７年９月２９日（月）午前９時から正午まで

        ただし、紙入札希望業者の提出で９月２６日については午前９時から

正午までと午後１時から午後５時までとします。

②方法  電子入札システムからの提出とします。ただし、紙入札希望業者は、

監理課への持参による提出とします。

５ 入札参加資格確認通知について

（１）一般競争入札参加資格確認通知書については、令和７年１０月上旬に電子入札

システムで通知します。ただし、紙入札希望業者には郵送で通知します。

（２）資格なしの通知を受けた者は、通知した日から起算して５日以内に、書面によ

りその理由について説明を求めることができます。

６ 設計図書等に係る質疑の受付及び回答

①期間  令和７年１０月３日（金）から

     令和７年１０月６日（月）正午まで

②方法  綾部市指定の「質疑書」により提出するものとします。「質疑書」の

提出は、監理課への持参、ファックス、メールのいずれかによること

としますが、持参の場合は開庁日の午前９時から正午までと午後１時

から午後５時（最終日は正午）までとします。

③対象  入札参加資格者の「質疑書」のみ受け付けます。

④回答  令和７年１０月８日（水）午後５時までに京都府入札情報公開システ
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ムに掲載します。ただし、紙入札希望業者には同日午後５時までにフ

ァックスにて回答します。なお、質疑の無い場合は回答の掲載等は行

いません。

７ 入札期間及び開札の日時

 （１）入札期間

   ①日時  令和７年１０月１４日（火）午前９時から午後６時まで 

        令和７年１０月１５日（水）午前９時から午後２時まで 

        ただし、紙入札者の提出は１０月１４日の午前９時から正午までと午

後１時から午後５時までと、１０月１５日の午前９時から正午までと

午後１時から午後２時までとします。

   ②方法  電子入札システムからの提出とします。

        （https://kyoto.efftis.jp/26000/CALS/Accepter/） 

        工事内訳書を必ず添付してください。添付するファイルの形式及び容

量については、「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第１１条によ

ること。

        ただし、紙入札者は、監理課への持参による提出とします。作成方法

については、「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第１９条第４項

によること。

 （２）開札の日時

        令和７年１０月１６日（木）午前９時５０分

８ 入札保証金

   入札保証金については、綾部市会計規則（昭和５７年綾部市規則第２号）第７７

条第１項第２号及び第３号により免除します。

９ 落札者の決定方法

   綾部市会計規則第７８条の規定により作成された予定価格の制限の範囲内で最

低の価格をもって入札した者を落札者とします。

   ただし、この工事は最低制限価格を設けているため、最低制限価格未満で入札し

た者は失格とします。

10 入札の無効

   入札の無効については、「綾部市工事等競争入札心得」第１２条によることとし

ます。

   また、他の工事の受注等により、「配置予定者名簿」の配置ができないと認めら

れる場合は、本件の入札を無効とします。
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11 郵送による入札の可否

   郵送による入札は認めません。

12 最低制限価格の算出式について

この工事については、綾部市の「建設工事にかかる最低制限価格について 令和

７年４月１日改正」の「一般土木工事等（Ｎｏ．１）」の算出式を適用とします。

13 その他

 （１）工事概要、工事内容に関する問い合わせは、入札参加資格確認通知までは受け

付けません。

 （２）入札参加者は、本公告文、設計図書、仕様書及び契約書を熟読し、綾部市公共

工事等電子入札運用基準、綾部市工事等競争入札心得を遵守してください。

（３）入札参加資格確認後、入札日までに本入札を辞退するときは、電子入札システ

ムへの入札辞退届の登録又は綾部市指定の「入札辞退届」を提出してください。

（４）入札参加資格者であっても、入札日までに入札参加資格を満たさなくなったり、

関係法令に違反するなど、明らかに契約の相手方として不適当であると認められ

た場合は、入札参加資格を取り消し文書で通知します。

（５）本案件は募集型競争入札のため、入札締切予定日時を過ぎて入札書が未到達で

あり、かつ、入札辞退の手続を行っていない場合においては、「不着」として取

扱うこととし、次回以降直近の同種案件において入札参加を認めません。

14 問い合わせ先

   綾部市建設部監理課契約・指導検査担当

   郵便番号  ６２３－８５０１

   所 在 地  京都府綾部市若竹町８－１

         綾部市役所本庁東３階

  電話番号  ０７７３－４２－４２７６（直通） 

ＦＡＸ番号  ０７７３－４２－４４０６（代表）

   E - m a i l  kanri@city.ayabe.lg.jp 
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様式－１

紙入札方式参加承諾願

１ 工事番号                        

２ 工 事 名                        

３ 場  所                        

４ 電子入札システムでの参加ができない理由

 上記の案件は、電子入札対象案件ではありますが、今回は当社においては上

記理由により電子入札システムを利用しての参加ができないため、紙入札方式

での参加を承諾いただきますようお願いいたします。

令和   年   月   日              

住  所                   

氏  名                    

 綾 部 市 長  様
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様式－２

一般競争入札参加資格確認申請書

令和  年  月  日

 綾部市長 山 崎 善 也  様

住 所                

氏 名               

電 話 番 号                

ＦＡＸ番 号                

 下記工事の建設工事請負契約に係る条件付一般競争入札に参加したいので、

参加資格確認申請書を提出します。

記

   工 事 番 号   

   工 事 名   

   工 事 場 所   
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様式－３

配 置 予 定 者 名 簿

工 事 番 号：

工 事 名：

商号及び名称：

現 場 代 理 人 主 任 技 術 者 

１ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

２ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

３ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

４ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

５ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 
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【記載上の注意事項】

１）配置予定者 共通 

  １ 申請段階で配置可能な方を上段に記載してください。組み合わせの制限はありません

ので、それぞれに配置可能な方の氏名のみを５名以内で記載してください。

  ２ 下段には、手持工事の有無について記載し、手持ち工事がある場合は、全ての工事に

ついて工事名、請負金額、役職名、完了予定日を記載してください。（ただし、当該工事

と工期が重複する工事の現場代理人や専任を要する技術者の場合は、配置予定者が変更

可能な場合及び下記に示す現場代理人、主任技術者それぞれの兼務条件を満たす方のみ

とします。）

  ３ 申請者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある方で、「建設工事入札参加資格審査申請

書」に添付された現場代理人名簿又は技術者名簿から選定してください。（ただし、新

たに採用された技術者を配置する場合は、この申請までに入札参加資格記載事項変更

届を監理課へ提出してください。）

２）主任技術者 

 １ 舗装工事にかかる技術資格を有した方を記載してください。

 ２ 請負金額が４，５００万円未満の場合は、他の工事の非専任の主任技術者を兼務して

配置することができますが、請負金額が４，５００万円以上となる場合は専任の主任技

術者となるため、特別な場合を除き、営業所専任の技術者や他の工事の主任技術者を兼

務して配置することはできません。（ただし、工事の対象となる工作物に一体性若しく

は連続性が認められる工事又は施工にあたり相互に調整を要する工事で、かつ、工事

現場の相互の間隔が１０㎞程度の近接した場所において同一の建設業者が施工する場

合（以下「近接関連工事」）は、同一の専任の主任技術者が兼務することができます。）

３ 非専任の主任技術者が現場代理人を兼務する場合は、兼務する工事の当初請負額の合

計が４，５００万円未満とします。（ただし、増額等により専任義務工事となった場合

は上記２と同様の取り扱いとします。）

４ 請負金額にかかわらず入札公告等で専任を条件としている場合は兼務できません。

３）現場代理人 

 １ 本工事期間中、工事現場に常駐できる方を記載してください。（ただし、工事請負契約

書第１０条第３項に規定する「現場代理人の工事現場における運営、取締り及び権限の

行使に支障がない場合」と発注者が認める期間は除きます。）

２ 他の工事との兼務は出来ません。（ただし、以下に示す場合は複数の工事を兼務するこ

とができます。）

  （１）３）の１に規定する期間。

  （２）一件の入札で複数の契約をする場合。

  （３）現場代理人が兼務する場合の共通条件として、以下の全てを満たす工事としま

す。（ただし、公告等で専任を条件としている場合は除く。）
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     ・兼務する工事が２件までであること。（ただし、災害復旧工事を含む場合は、既

発注分も含め３件までとする。）

     ・兼務する工事が、綾部市又は国、地方公共団体等の発注する工事であること。

（ただし、綾部市と異なる発注機関の工事が含まれる場合は、他の発注機関が

現場代理人の兼務を了承していること。）

     ・兼務する綾部市の工事現場に現場代理人又は連絡員が駐在すること。

     ・兼務するいずれかの現場に現場代理人が駐在すること。

     ・連絡員及び連絡体制は、工事打合簿で明確にすること。また、連絡員は、元請

業者の社員の他一次下請業者の社員でも可能としますが、ガードマンや一次以

外の下請業者の社員等は連絡員にはなれません。

   （４）兼務する工事が技術者非専任の場合は、上記（３）に示す共通条件の他、次の

全てを満たす工事とします。

     ・兼務する工事が、綾部市内であること。

・兼務する工事の当初請負金額の合計が４，５００万円未満であること。

   （５）兼務するいずれかの工事が主任技術者専任の場合は、上記（３）に示す共通条

件の他、近接関連工事であること。
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綾部市公告第１２３号

市民ホール解体事業、市民ホール解体工事に係る入札参加資格について、次のとおり

お知らせしますので、入札参加希望者は申請してください。なお、この工事の入札は電

子入札による条件付一般競争入札とします。 

令和７年９月２２日

綾部市長 山 崎 善 也 

１ 工事概要

（１）工事番号   第５０７ ６９号

（２）工 事 名   市民ホール解体工事 

（３）工事場所   綾部市宮代町（別添位置図参照）

（４）工事概要   ＲＣ造２階建解体 解体面積 ６３４．０５㎡

Ｓ造自転車置場解体 解体面積 １０．８０㎡

（５）予定工期   令和７年１０月２２日から

          令和８年 ２月１８日まで（１２０日間）

２ 入札参加資格

  この工事の入札参加資格は、次の要件を全て満たす業者で入札参加資格確認申請

に基づき、本市が資格認定したものとします。

（１）契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を得ない者でないこと。

（２）令和７年度綾部市建設工事指名競争入札参加資格者名簿で解体工事のＡ等級又

はＢ等級で登録されており、令和７年４月１日以降継続して綾部市内に本店を有

する単体業者で、申請日時点において綾部市の指名停止及び市が締結する契約等

からの除外措置を受けていないこと。

（３）解体工事に係る綾部市発注工事で、令和６年１月１日から令和６年１２月３１

日の間において、完了工事の成績評点が６０点に満たない評定を受けていないこ

と。

（４）申請者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある現場代理人、主任技術者が配置で

きること。なお、ここでいう「恒常的な雇用関係」とは、この一般競争入札参加

資格確認申請書の提出日以前に３箇月以上の雇用関係があることをいう。

３ 提出書類

（１）一般競争入札参加資格確認申請書

   電子入札システムから一般競争入札参加資格確認申請書を提出すること。ただ

し、紙入札希望業者は「紙入札方式参加承諾願」（別記様式―１）とともに「一

般競争入札参加資格確認申請書」（別記様式―２）２部を監理課へ持参により提

出すること。
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（２）配置予定者名簿

   電子入札システムで、一般競争入札参加資格確認申請書の添付資料に「配置予

定者名簿」（別記様式―３）を添付して提出すること。添付するファイルの形式

及び容量については「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第７条によること。

  ただし、紙入札希望業者は（１）の承諾願及び申請書とともに「配置予定者名簿」

を監理課へ持参により提出すること。

４ 設計図書の閲覧及び入札参加資格確認申請書の受付

（１）設計図書の閲覧

   ①期間  令和７年９月２２日（月）午前９時から

   ②方法  京都府入札情報公開システムからのダウンロードを基本とします。

（https://kyoto.efftis.jp/26000/CALS/PPI_P/） 

ただし、これによりがたい場合は有償での配布としますので、希望者

は事前に監理課まで連絡をお願いします。配布場所は綾部市建設部監

理課契約・指導検査担当（本庁東３階）とします。

 （２）入札参加資格確認申請書の受付

   ①期間  令和７年９月２６日（金）午前９時から午後６時まで

        令和７年９月２９日（月）午前９時から正午まで

        ただし、紙入札希望業者の提出で９月２６日については午前９時から

正午までと午後１時から午後５時までとします。

②方法  電子入札システムからの提出とします。ただし、紙入札希望業者は、

監理課への持参による提出とします。

５ 入札参加資格確認通知について

（１）一般競争入札参加資格確認通知書については、令和７年１０月上旬に電子入札

システムで通知します。ただし、紙入札希望業者には郵送で通知します。

（２）資格なしの通知を受けた者は、通知した日から起算して５日以内に、書面によ

りその理由について説明を求めることができます。

６ 設計図書等に係る質疑の受付及び回答

①期間  令和７年１０月３日（金）から

     令和７年１０月６日（月）正午まで

②方法  綾部市指定の「質疑書」により提出するものとします。「質疑書」の

提出は、監理課への持参、ファックス、メールのいずれかによること

としますが、持参の場合は開庁日の午前９時から正午までと午後１時

から午後５時（最終日は正午）までとします。

③対象  入札参加資格者の「質疑書」のみ受け付けます。

④回答  令和７年１０月８日（水）午後５時までに京都府入札情報公開システ

ムに掲載します。ただし、紙入札希望業者には同日午後５時までにフ

ァックスにて回答します。なお、質疑の無い場合は回答の掲載等は行

公　告

71



いません。

７ 入札期間及び開札の日時

 （１）入札期間

   ①日時  令和７年１０月１４日（火）午前９時から午後６時まで 

        令和７年１０月１５日（水）午前９時から午後２時まで 

        ただし、紙入札者の提出は１０月１４日の午前９時から正午までと午

後１時から午後５時までと、１０月１５日の午前９時から正午までと

午後１時から午後２時までとします。

   ②方法  電子入札システムからの提出とします。

        （https://kyoto.efftis.jp/26000/CALS/Accepter/） 

        工事内訳書を必ず添付してください。添付するファイルの形式及び容

量については、「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第１１条によ

ること。

        ただし、紙入札者は、監理課への持参による提出とします。作成方法

については、「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第１９条第４項

によること。

 （２）開札の日時

        令和７年１０月１６日（木）午前１０時１０分

８ 入札保証金

   入札保証金については、綾部市会計規則（昭和５７年綾部市規則第２号）第７７

条第１項第２号及び第３号により免除します。

９ 落札者の決定方法

   綾部市会計規則第７８条の規定により作成された予定価格の制限の範囲内で最

低の価格をもって入札した者を落札者とします。

   ただし、この工事は最低制限価格を設けているため、最低制限価格未満で入札し

た者は失格とします。

10 入札の無効

   入札の無効については、「綾部市工事等競争入札心得」第１２条によることとし

ます。

   また、他の工事の受注等により、「配置予定者名簿」の配置ができないと認めら

れる場合は、本件の入札を無効とします。

11 郵送による入札の可否

   郵送による入札は認めません。
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12 最低制限価格の算出式について

この工事については、綾部市の「建設工事にかかる最低制限価格について 令和

７年４月１日改正」の「建築 建築に係る解体工事（Ｎｏ．９）」の算出式を適用

とします。

13 その他

 （１）工事概要、工事内容に関する問い合わせは、入札参加資格確認通知までは受け

付けません。

 （２）入札参加者は、本公告文、設計図書、仕様書及び契約書を熟読し、綾部市公共

工事等電子入札運用基準、綾部市工事等競争入札心得を遵守してください。

（３）入札参加資格確認後、入札日までに本入札を辞退するときは、電子入札システ

ムへの入札辞退届の登録又は綾部市指定の「入札辞退届」を提出してください。

（４）入札参加資格者であっても、入札日までに入札参加資格を満たさなくなったり、

関係法令に違反するなど、明らかに契約の相手方として不適当であると認められ

た場合は、入札参加資格を取り消し文書で通知します。

（５）本案件は募集型競争入札のため、入札締切予定日時を過ぎて入札書が未到達で

あり、かつ、入札辞退の手続を行っていない場合においては、「不着」として取

扱うこととし、次回以降直近の同種案件において入札参加を認めません。

14 問い合わせ先

   綾部市建設部監理課契約・指導検査担当

   郵便番号  ６２３－８５０１

   所 在 地  京都府綾部市若竹町８－１

         綾部市役所本庁東３階

  電話番号  ０７７３－４２－４２７６（直通） 

ＦＡＸ番号  ０７７３－４２－４４０６（代表）

   E - m a i l  kanri@city.ayabe.lg.jp 

公　告

73



様式－１

紙入札方式参加承諾願

１ 工事番号                        

２ 工 事 名                        

３ 場  所                        

４ 電子入札システムでの参加ができない理由

 上記の案件は、電子入札対象案件ではありますが、今回は当社においては上

記理由により電子入札システムを利用しての参加ができないため、紙入札方式

での参加を承諾いただきますようお願いいたします。

令和   年   月   日              

住  所                   

氏  名                    

 綾 部 市 長  様
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様式－２

一般競争入札参加資格確認申請書

令和  年  月  日

 綾部市長 山 崎 善 也  様

住 所                

氏 名               

電 話 番 号                

ＦＡＸ番 号                

 下記工事の建設工事請負契約に係る条件付一般競争入札に参加したいので、

参加資格確認申請書を提出します。

記

   工 事 番 号   

   工 事 名   

   工 事 場 所   
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様式－３

配 置 予 定 者 名 簿

工 事 番 号：

工 事 名：

商号及び名称：

現 場 代 理 人 主 任 技 術 者 

１ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

２ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

３ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

４ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

５ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 
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【記載上の注意事項】

１）配置予定者 共通 

  １ 申請段階で配置可能な方を上段に記載してください。組み合わせの制限はありません

ので、それぞれに配置可能な方の氏名のみを５名以内で記載してください。

  ２ 下段には、手持工事の有無について記載し、手持ち工事がある場合は、全ての工事に

ついて工事名、請負金額、役職名、完了予定日を記載してください。（ただし、当該工事

と工期が重複する工事の現場代理人や専任を要する技術者の場合は、配置予定者が変更

可能な場合及び下記に示す現場代理人、主任技術者それぞれの兼務条件を満たす方のみ

とします。）

  ３ 申請者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある方で、「建設工事入札参加資格審査申請

書」に添付された現場代理人名簿又は技術者名簿から選定してください。（ただし、新

たに採用された技術者を配置する場合は、この申請までに入札参加資格記載事項変更

届を監理課へ提出してください。）

２）主任技術者 

 １ 解体工事にかかる技術資格を有した方を記載してください。

 ２ 請負金額が４，５００万円未満の場合は、他の工事の非専任の主任技術者を兼務して

配置することができますが、請負金額が４，５００万円以上となる場合は専任の主任技

術者となるため、特別な場合を除き、営業所専任の技術者や他の工事の主任技術者を兼

務して配置することはできません。（ただし、工事の対象となる工作物に一体性若しく

は連続性が認められる工事又は施工にあたり相互に調整を要する工事で、かつ、工事

現場の相互の間隔が１０㎞程度の近接した場所において同一の建設業者が施工する場

合（以下「近接関連工事」）は、同一の専任の主任技術者が兼務することができます。）

３ 非専任の主任技術者が現場代理人を兼務する場合は、兼務する工事の当初請負額の合

計が４，５００万円未満とします。（ただし、増額等により専任義務工事となった場合

は上記２と同様の取り扱いとします。）

４ 請負金額にかかわらず入札公告等で専任を条件としている場合は兼務できません。

３）現場代理人 

 １ 本工事期間中、工事現場に常駐できる方を記載してください。（ただし、工事請負契約

書第１０条第３項に規定する「現場代理人の工事現場における運営、取締り及び権限の

行使に支障がない場合」と発注者が認める期間は除きます。）

２ 他の工事との兼務は出来ません。（ただし、以下に示す場合は複数の工事を兼務するこ

とができます。）

  （１）３）の１に規定する期間。

  （２）一件の入札で複数の契約をする場合。

  （３）現場代理人が兼務する場合の共通条件として、以下の全てを満たす工事としま

す。（ただし、公告等で専任を条件としている場合は除く。）
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     ・兼務する工事が２件までであること。（ただし、災害復旧工事を含む場合は、既

発注分も含め３件までとする。）

     ・兼務する工事が、綾部市又は国、地方公共団体等の発注する工事であること。

（ただし、綾部市と異なる発注機関の工事が含まれる場合は、他の発注機関が

現場代理人の兼務を了承していること。）

     ・兼務する綾部市の工事現場に現場代理人又は連絡員が駐在すること。

     ・兼務するいずれかの現場に現場代理人が駐在すること。

     ・連絡員及び連絡体制は、工事打合簿で明確にすること。また、連絡員は、元請

業者の社員の他一次下請業者の社員でも可能としますが、ガードマンや一次以

外の下請業者の社員等は連絡員にはなれません。

   （４）兼務する工事が技術者非専任の場合は、上記（３）に示す共通条件の他、次の

全てを満たす工事とします。

     ・兼務する工事が、綾部市内であること。

・兼務する工事の当初請負金額の合計が４，５００万円未満であること。

   （５）兼務するいずれかの工事が主任技術者専任の場合は、上記（３）に示す共通条

件の他、近接関連工事であること。
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綾部市公告第１２４号

上林出張所費・上林地域振興支援センター管理運営費、上林出張所・上林地域振興支

援センター浄化槽改修工事に係る入札参加資格について、次のとおりお知らせしますの

で、入札参加希望者は申請してください。なお、この工事の入札は電子入札による条件

付一般競争入札とします。

令和７年９月２２日

綾部市長 山 崎 善 也 

１ 工事概要

（１）工事番号   第５０７ ７０号

（２）工 事 名   上林出張所・上林地域振興支援センター浄化槽改修工事

（３）工事場所   綾部市八津合町（別添位置図参照）

（４）工事概要   単独処理浄化槽（２５人槽）撤去 １基 

          合併処理浄化槽（２５人槽）設置 １基

排水管改修 一式

舗装改修 一式

（５）予定工期   令和７年１０月２２日から

          令和８年 １月１９日まで（９０日間）

２ 入札参加資格

  この工事の入札参加資格は、次の要件を全て満たす業者で入札参加資格確認申請

に基づき、本市が資格認定したものとします。

（１）契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を得ない者でないこと。

（２）令和７年度綾部市建設工事指名競争入札参加資格者名簿で浄化槽工事の登録が

あり、かつ土木工事・建築工事・管工事のいずれかにおいて、Ａ１等級、Ａ等級、

Ｂ等級のいずれかで登録されており、令和７年４月１日以降継続して綾部市内に

本店を有する単体業者で、申請日時点において綾部市の指名停止及び市が締結す

る契約等からの除外措置を受けていないこと。

（３）浄化槽工事に係る綾部市発注工事で、令和６年１月１日から令和６年１２月３

１日の間において、完了工事の成績評点が６０点に満たない評定を受けていない

こと。

（４）申請者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある現場代理人、主任技術者が配置で

きること。なお、ここでいう「恒常的な雇用関係」とは、この一般競争入札参加

資格確認申請書の提出日以前に３箇月以上の雇用関係があることをいう。
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３ 提出書類

（１）一般競争入札参加資格確認申請書

   電子入札システムから一般競争入札参加資格確認申請書を提出すること。ただ

し、紙入札希望業者は「紙入札方式参加承諾願」（別記様式―１）とともに「一

般競争入札参加資格確認申請書」（別記様式―２）２部を監理課へ持参により提

出すること。

（２）配置予定者名簿

   電子入札システムで、一般競争入札参加資格確認申請書の添付資料に「配置予

定者名簿」（別記様式―３）を添付して提出すること。添付するファイルの形式

及び容量については「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第７条によること。

  ただし、紙入札希望業者は（１）の承諾願及び申請書とともに「配置予定者名簿」

を監理課へ持参により提出すること。

４ 設計図書の閲覧及び入札参加資格確認申請書の受付

（１）設計図書の閲覧

   ①期間  令和７年９月２２日（月）午前９時から

   ②方法  京都府入札情報公開システムからのダウンロードを基本とします。

（https://kyoto.efftis.jp/26000/CALS/PPI_P/） 

ただし、これによりがたい場合は有償での配布としますので、希望者

は事前に監理課まで連絡をお願いします。配布場所は綾部市建設部監

理課契約・指導検査担当（本庁東３階）とします。

 （２）入札参加資格確認申請書の受付

   ①期間  令和７年９月２６日（金）午前９時から午後６時まで

        令和７年９月２９日（月）午前９時から正午まで

        ただし、紙入札希望業者の提出で９月２６日については午前９時から

正午までと午後１時から午後５時までとします。

②方法  電子入札システムからの提出とします。ただし、紙入札希望業者は、

監理課への持参による提出とします。

５ 入札参加資格確認通知について

（１）一般競争入札参加資格確認通知書については、令和７年１０月上旬に電子入札

システムで通知します。ただし、紙入札希望業者には郵送で通知します。

（２）資格なしの通知を受けた者は、通知した日から起算して５日以内に、書面によ

りその理由について説明を求めることができます。

６ 設計図書等に係る質疑の受付及び回答

①期間  令和７年１０月３日（金）から

     令和７年１０月６日（月）正午まで

②方法  綾部市指定の「質疑書」により提出するものとします。「質疑書」の
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提出は、監理課への持参、ファックス、メールのいずれかによること

としますが、持参の場合は開庁日の午前９時から正午までと午後１時

から午後５時（最終日は正午）までとします。

③対象  入札参加資格者の「質疑書」のみ受け付けます。

④回答  令和７年１０月８日（水）午後５時までに京都府入札情報公開システ

ムに掲載します。ただし、紙入札希望業者には同日午後５時までにフ

ァックスにて回答します。なお、質疑の無い場合は回答の掲載等は行

いません。

７ 入札期間及び開札の日時

 （１）入札期間

   ①日時  令和７年１０月１４日（火）午前９時から午後６時まで 

        令和７年１０月１５日（水）午前９時から午後２時まで 

        ただし、紙入札者の提出は１０月１４日の午前９時から正午までと午

後１時から午後５時までと、１０月１５日の午前９時から正午までと

午後１時から午後２時までとします。

   ②方法  電子入札システムからの提出とします。

        （https://kyoto.efftis.jp/26000/CALS/Accepter/） 

        工事内訳書を必ず添付してください。添付するファイルの形式及び容

量については、「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第１１条によ

ること。

        ただし、紙入札者は、監理課への持参による提出とします。作成方法

については、「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第１９条第４項

によること。

 （２）開札の日時

        令和７年１０月１６日（木）午前１０時３０分

８ 入札保証金

   入札保証金については、綾部市会計規則（昭和５７年綾部市規則第２号）第７７

条第１項第２号及び第３号により免除します。

９ 落札者の決定方法

   綾部市会計規則第７８条の規定により作成された予定価格の制限の範囲内で最

低の価格をもって入札した者を落札者とします。

   ただし、この工事は最低制限価格を設けているため、最低制限価格未満で入札し

た者は失格とします。

10 入札の無効

   入札の無効については、「綾部市工事等競争入札心得」第１２条によることとし
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ます。

   また、他の工事の受注等により、「配置予定者名簿」の配置ができないと認めら

れる場合は、本件の入札を無効とします。

11 郵送による入札の可否

   郵送による入札は認めません。

12 最低制限価格の算出式について

この工事については、綾部市の「建設工事にかかる最低制限価格について 令和

７年４月１日改正」の「建築 建築機械設備工事（Ｎｏ．６）」の算出式を適用とし

ます。

13 その他

 （１）工事概要、工事内容に関する問い合わせは、入札参加資格確認通知までは受け

付けません。

 （２）入札参加者は、本公告文、設計図書、仕様書及び契約書を熟読し、綾部市公共

工事等電子入札運用基準、綾部市工事等競争入札心得を遵守してください。

（３）入札参加資格確認後、入札日までに本入札を辞退するときは、電子入札システ

ムへの入札辞退届の登録又は綾部市指定の「入札辞退届」を提出してください。

（４）入札参加資格者であっても、入札日までに入札参加資格を満たさなくなったり、

関係法令に違反するなど、明らかに契約の相手方として不適当であると認められ

た場合は、入札参加資格を取り消し文書で通知します。

（５）本案件は募集型競争入札のため、入札締切予定日時を過ぎて入札書が未到達で

あり、かつ、入札辞退の手続を行っていない場合においては、「不着」として取

扱うこととし、次回以降直近の同種案件において入札参加を認めません。

14 問い合わせ先

   綾部市建設部監理課契約・指導検査担当

   郵便番号  ６２３－８５０１

   所 在 地  京都府綾部市若竹町８－１

綾部市役所本庁東３階

  電話番号  ０７７３－４２－４２７６（直通） 

ＦＡＸ番号  ０７７３－４２－４４０６（代表）

   E - m a i l  kanri@city.ayabe.lg.jp 
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様式－１

紙入札方式参加承諾願

１ 工事番号                        

２ 工 事 名                        

３ 場  所                        

４ 電子入札システムでの参加ができない理由

 上記の案件は、電子入札対象案件ではありますが、今回は当社においては上記

理由により電子入札システムを利用しての参加ができないため、紙入札方式で

の参加を承諾いただきますようお願いいたします。

令和   年   月   日              

住  所                   

氏  名                    

 綾 部 市 長  様
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様式－２

一般競争入札参加資格確認申請書

令和  年  月  日

 綾部市長 山 崎 善 也  様

住 所                

氏 名               

電 話 番 号                

ＦＡＸ番 号                

 下記工事の建設工事請負契約に係る条件付一般競争入札に参加したいので、

参加資格確認申請書を提出します。

記

   工 事 番 号   

   工 事 名   

   工 事 場 所   
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様式－３

配 置 予 定 者 名 簿

工 事 番 号：

工 事 名：

商号及び名称：

現 場 代 理 人 主 任 技 術 者 

１ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

２ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

３ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

４ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

５ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 
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【記載上の注意事項】

１）配置予定者 共通 

  １ 申請段階で配置可能な方を上段に記載してください。組み合わせの制限はありません

ので、それぞれに配置可能な方の氏名のみを５名以内で記載してください。

  ２ 下段には、手持工事の有無について記載し、手持ち工事がある場合は、全ての工事に

ついて工事名、請負金額、役職名、完了予定日を記載してください。（ただし、当該工

事と工期が重複する工事の現場代理人や専任を要する技術者の場合は、配置予定者が変

更可能な場合及び下記に示す現場代理人、主任技術者それぞれの兼務条件を満たす方の

みとします。）

  ３ 申請者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある方で、「建設工事入札参加資格審査申請

書」に添付された現場代理人名簿又は技術者名簿から選定してください。（ただし、新

たに採用された技術者を配置する場合は、この申請までに入札参加資格記載事項変更

届を監理課へ提出してください。）

２）主任技術者 

 １ 土木工事・建築工事・管工事のいずれかで技術資格を有した方を記載してくださ

い。

 ２ 請負金額が４，５００万円未満の場合は、他の工事の非専任の主任技術者を兼務し

て配置することができますが、請負金額が４，５００万円以上となる場合は専任の主

任技術者となるため、特別な場合を除き、営業所専任の技術者や他の工事の主任技術

者を兼務して配置することはできません。（ただし、工事の対象となる工作物に一体性

若しくは連続性が認められる工事又は施工にあたり相互に調整を要する工事で、か

つ、工事現場の相互の間隔が１０㎞程度の近接した場所において同一の建設業者が施

工する場合（以下「近接関連工事」）は、同一の専任の主任技術者が兼務することがで

きます。）

３ 非専任の主任技術者が現場代理人を兼務する場合は、兼務する工事の当初請負額の

合計が４，５００万円未満とします。（ただし、増額等により専任義務工事となった場

合は上記２と同様の取り扱いとします。）

４ 請負金額にかかわらず入札公告等で専任を条件としている場合は兼務できません。

３）現場代理人 

 １ 本工事期間中、工事現場に常駐できる方を記載してください。（ただし、工事請負契

約書第１０条第３項に規定する「現場代理人の工事現場における運営、取締り及び権限

の行使に支障がない場合」と発注者が認める期間は除きます。）

２ 他の工事との兼務は出来ません。（ただし、以下に示す場合は複数の工事を兼務する

ことができます。）

  （１）３）の１に規定する期間。

  （２）一件の入札で複数の契約をする場合。
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  （３）現場代理人が兼務する場合の共通条件として、以下の全てを満たす工事としま

す。（ただし、公告等で専任を条件としている場合は除く。）

     ・兼務する工事が２件までであること。（ただし、災害復旧工事を含む場合は、

既発注分も含め３件までとする。）

     ・兼務する工事が、綾部市又は国、地方公共団体等の発注する工事であること。

（ただし、綾部市と異なる発注機関の工事が含まれる場合は、他の発注機関が

現場代理人の兼務を了承していること。）

     ・兼務する綾部市の工事現場に現場代理人又は連絡員が駐在すること。

     ・兼務するいずれかの現場に現場代理人が駐在すること。

     ・連絡員及び連絡体制は、工事打合簿で明確にすること。また、連絡員は、元請

業者の社員の他一次下請業者の社員でも可能としますが、ガードマンや一次以

外の下請業者の社員等は連絡員にはなれません。

   （４）兼務する工事が技術者非専任の場合は、上記（３）に示す共通条件の他、次の

全てを満たす工事とします。

     ・兼務する工事が、綾部市内であること。

・兼務する工事の当初請負金額の合計が４，５００万円未満であること。

   （５）兼務するいずれかの工事が主任技術者専任の場合は、上記（３）に示す共通条

件の他、近接関連工事であること。
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綾部市公告第１２５号

 予防接種法（昭和２３年法律第６８号）第５条の規定に基づきインフルエンザ予防接種を実施するの

で、予防接種法施行令（政令１９７号）第５条の規定に基づき公告する。 

令和７年１０月１日 

                              綾部市長  山 崎  善 也  

１ 実施期間   令和７年１０月１日（水）～令和８年１月３１日（土） 

２ 自己負担額  １，５００円 

         ただし、市民税非課税世帯、生活保護法による被保護世帯については免除制度あり 

（事前に申請手続きが必要） 

３ 対  象   綾部市に住所を有し、接種を希望する下記の人 

（１）接種日に満６５歳以上の人 

（２）接種日に６０歳以上６５歳未満で、心臓・腎臓・呼吸器の機能障害、ヒト免疫

不全ウイルスによる免疫の機能障害により、日常生活が極度に制限される人 

（身体障害者手帳１級相当） 

４ 実施医療機関  

名称 所在地 

綾 部 市 立 病 院 青野町大塚２０－１ 

綾 部 ル ネ ス 病 院 大島町二反田７－１６ 

京 都 協 立 病 院 高津町三反田１ 

あ や べ 協 立 診 療 所 駅前通１ 

大 久 保 医 院 本町８丁目１１５ 

志 賀 整 形 外 科 ク リ ニ ッ ク 宮代町１５ 

西 村 医 院 栗町小東４－３ 

野 間 医 院 八 田 診 療 所 上杉町渋市２ 

畑 内 科 医 院 青野町高田９１ 

安 村 外 科 内 科 診 療 所 井倉町大将軍３７ 

柳 川 整 形 外 科 医 院 大島町二反田７－２０ 

山 下 整 形 外 科 医 院 青野町西青野２８－３ 

由 良 産 婦 人 科 小 児 科 医 院 本町１丁目２０ 

横 山 医 院 若松町庵ノ上５８－１０ 

綾 部 市 志 賀 郷 診 療 所 志賀郷町北町１９－２ 

綾 部 市 中 上 林 診 療 所 八津合町神谷２－２ 

綾 部 市 奥 上 林 診 療 所 故屋岡町三反田１５ 
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綾部市公告第１２６号

 予防接種法（昭和２３年法律第６８号）第５条の規定に基づき新型コロナウイルス感染症予防接種を

実施するので、予防接種法施行令（政令１９７号）第５条の規定に基づき公告する。 

令和７年１０月１日 

                              綾部市長  山 崎  善 也  

１ 実施期間   令和７年１０月１日（水）～令和８年１月３１日（土） 

２ 自己負担額  ４，５００円 

         ただし、市民税非課税世帯、生活保護法による被保護世帯については免除制度あり 

（事前に申請手続きが必要） 

３ 対  象   綾部市に住所を有し、接種を希望する下記の人 

（１）接種日に満６５歳以上の人 

（２）接種日に６０歳以上６５歳未満で、心臓・腎臓・呼吸器の機能障害、ヒト免疫

不全ウイルスによる免疫の機能障害により、日常生活が極度に制限される人 

（身体障害者手帳１級相当） 

４ 実施医療機関  

名称 所在地 

綾 部 市 立 病 院 青野町大塚２０－１ 

綾 部 ル ネ ス 病 院 大島町二反田７－１６ 

京 都 協 立 病 院 高津町三反田１ 

あ や べ 協 立 診 療 所 駅前通１ 

大 久 保 医 院 本町８丁目１１５ 

志 賀 整 形 外 科 ク リ ニ ッ ク 宮代町１５番地 

畑 内 科 医 院 青野町高田９１ 

柳 川 整 形 外 科 医 院 大島町二反田７－２０ 

安 村 外 科 内 科 診 療 所 井倉町大将軍３７ 

山 下 整 形 外 科 医 院 青野町西青野２８－３ 

由 良 産 婦 人 科 小 児 科 医 院 本町１丁目２０ 

横 山 医 院 若松町庵ノ上５８－１０ 

綾 部 市 志 賀 郷 診 療 所 志賀郷町北町１９－２ 

綾 部 市 中 上 林 診 療 所 八津合町神谷２－２ 

綾 部 市 奥 上 林 診 療 所 故屋岡町三反田１５ 
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綾部市上下水道事業管理規程第４号

綾部市上水道給水条例施行規程の一部を改正する規程を次のように定める。

  令和７年９月２４日

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市上水道給水条例施行規程の一部を改正する規程

綾部市上水道給水条例施行規程（昭和６１年綾部市水道事業管理規程第２０号）の一部

を次のように改正する。

本則中「給水工事」を「給水装置工事」に改める。

様式第３号中「 」及び
「自治会名

（       ）」
を削る。

様式第４号中
「自治会名

（       ）」
を削り、

「（裏面に現地の附近図を記入してください）」を 

「（裏面に現地の附近図を記入してください。）

注）給水契約におきましては、綾部市上水道給水条例等が契約の内容となります。      に

給水の開始（休止）（廃止）届のご提出をもって契約の内容に合意したものとみなします。」

改める。 

様式第５号中
「自治会名

（       ）」
を削り、

「 

量 水 器

前 回 指 示 数     立方メートル

今 回 指 示 数     立方メートル

使 用 水 量     立方メートル

を

                                      」 

「 

量 水 器

前 回 指 示 数     立方メートル

今 回 指 示 数     立方メートル

使 用 水 量     立方メートル

注）給水契約におきましては、綾部市上水道給水条例等が契約の内容となります。

給水装置所有者（使用者）異動届のご提出をもって契約の内容に合意したものとみなしま

す。

」

に
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改める。 

 様式第６号中「 」を削る。

様式第７号及び様式第８号中「 」及び
「自治会名

（       ）」
を削る。

 様式第１０号中 

「                    

請求者 住所                           

氏名           

              」 

「  

請求者 住  所 

（所有者）ふりがな 

     氏  名           

     電  話 

                     」 

「給水工事」を「給水装置工事」に改め、「（   自治会  組）」を削る。 

様式第１２号中「 」及び
「自治会名

（          ）」
を削る。

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規程は、令和７年９月２４日から施行する。 

（綾部市上下水道事業管理規程で定める申請書等の押印の特例に関する規程の一部改

正） 

２ 綾部市上下水道事業管理規程で定める申請書等の押印の特例に関する規程（令和３年

綾部市上下水道事業管理規程第４号）の一部を次のように改正する。 

別表中 

 「 

綾部市上水道給水条例施行規程（昭和６１

年綾部市水道事業管理規程第２０号） 

給水の開始（休止）（廃止）届（様

式第４号） 
を 

                                      」 

削る。 

を

に、
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綾部市上下水道事業管理規程第５号

 綾部市給水工事に関する規程の一部を改正する規程を次のように定める。

  令和７年９月２４日

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市給水工事に関する規程の一部を改正する規程

 綾部市給水工事に関する規程（昭和４４年綾部市水道課管理規程第６号）の一部を次の

ように改正する。

題名中「給水工事」を「給水装置工事」に改める。

 第１条中「給水工事」を「給水装置工事」に改める。

附 則

 この規程は、令和７年９月２４日から施行する。
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綾部市上下水道事業管理規程第６号

 綾部市上下水道部事務分掌規程の一部を改正する規程を次のように定める。

  令和７年９月２４日

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市上下水道部事務分掌規程の一部を改正する規程

 綾部市上下水道部事務分掌規程（昭和５０年綾部市水道課管理規程第１号）の一部を次

のように改正する。

第５条上水道課の項第１４号及び第２９号中「給水工事」を「給水装置工事」に改め

る。

附 則

 この規程は、令和７年９月２４日から施行する。
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綾部市上下水道事業管理規程第７号

 綾部市上下水道部事務決裁規程の一部を改正する規程を次のように定める。

  令和７年９月２４日

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市上下水道部事務決裁規程の一部を改正する規程

 綾部市上下水道部事務決裁規程（昭和５０年綾部市水道課管理規程第２号）の一部を次

のように改正する。

別表第３上水道課長専決事項の項第１７号中「給水工事」を「給水装置工事」に改め

る。

附 則

 この規程は、令和７年９月２４日から施行する。
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をを

に、 

綾部市上下水道事業管理規程第８号 

綾部市下水道条例施行規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

令和７年９月２４日 

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市下水道条例施行規程の一部を改正する規程 

綾部市下水道条例施行規程（平成３０年綾部市上下水道事業管理規程第１６号）の一部

を次のように改正する。 

様式第２号中 

「 

□ 付近見取図 □ 内訳書  □ 平面図  □ 縦断面図  □ 同意書（利害関係のある場合） 

□ 給水工事許可申請書の写し □ その他（                    ）

                                       」 

「 

□ 見取図（位置図）□ 工事明細書 □ 平面図 □ 縦断面図 □ 同意書（利害関係のある場合）

□ 給水装置工事許可申請書の写し  □ その他（                    ） 

                                         」 

「給水指定業者」を「指定給水装置工事事業者」に改める。 

 様式第６号、様式第１０号及び様式第１３号中「 」を削る。 

 様式第１４号中「 」を削り、「付近見取図」を「見取図（位置図）」に、「断面図」

を「縦断面図」に改める。 

様式第１５号及び様式第１６号中「 」を削る。 

   附 則 

この規程は、令和７年９月２４日から施行する。 
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に、 

を

綾部市上下水道事業管理規程第９号 

綾部市農業集落排水施設条例施行規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

令和７年９月２４日 

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市農業集落排水施設条例施行規程の一部を改正する規程 

綾部市農業集落排水施設条例施行規程（平成３０年綾部市上下水道事業管理規程第１７

号）の一部を次のように改正する。 

様式第３号中 

「 

□ 付近見取図 □ 内訳書  □ 平面図  □ 縦断面図  □ 同意書（利害関係のある場合） 

□ 給水工事許可申請書の写し □ その他（                    ）

                                       」 

「 

□ 見取図（位置図）□ 工事明細書 □ 平面図 □ 縦断面図 □ 同意書（利害関係のある場合）

□ 給水装置工事許可申請書の写し  □ その他（                    ） 

                                         」 

「給水指定業者」を「指定給水装置工事事業者」に改める。 

 様式第１１号及び様式第１２号中「 」を削る。 

   附 則 

この規程は、令和７年９月２４日から施行する。 
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に、 

を

綾部市上下水道事業管理規程第１０号 

綾部市特定地域生活排水処理事業条例施行規程の一部を改正する規程を次のように定め

る。 

令和７年９月２４日 

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市特定地域生活排水処理事業条例施行規程の一部を改正する規程 

綾部市特定地域生活排水処理事業条例施行規程（平成３０年綾部市上下水道事業管理規

程第１８号）の一部を次のように改正する。 

様式第５号及び様式第６号中「 」を削る。 

様式第８号中 

「 

□ 付近見取図 □ 内訳書  □ 平面図  □ 縦断面図  □ 同意書（利害関係のある場合） 

□ 給水工事許可申請書の写し □ その他（                    ）

                                       」 

「 

□ 見取図（位置図）□ 工事明細書 □ 平面図 □ 縦断面図 □ 同意書（利害関係のある場合）

□ 給水装置工事許可申請書の写し  □ その他（                    ） 

                                         」 

「給水指定業者」を「指定給水装置工事事業者」に改める。 

 様式第１４号中「 」を削る。 

   附 則 

この規程は、令和７年９月２４日から施行する。 

上下水道事業管理規程
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綾部市教育委員会告示第１４号 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第１４条の規定

により、令和７年度第６回綾部市教育委員会会議を次のとおり招集する。 

令和７年９月１７日 

                      綾部市教育委員会        

教育長 小 林  治     

１ 日  時   令和７年９月２２日（月）午後３時から 

２ 場  所   綾部市役所 教育委員会事務局（教育長室） 

教育委員会告示
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綾部市教育委員会教育長訓令甲第３号

 綾部市立の小学校及び中学校に勤務する府費負担教職員の服務に関する規程の一部を改

正する訓令を次のように定める。

令和７年１０月１日

綾部市教育委員会     

教育長 小 林   治 

綾部市立の小学校及び中学校に勤務する府費負担教職員の

服務に関する規程の一部を改正する訓令

綾部市立の小学校及び中学校に勤務する府費負担教職員の服務に関する規程（平成２年

綾部市教育委員会教育長訓令甲第１号）の一部を次のように改正する。

 別表の３の表中「始業の時刻から連続し、又は終業の時刻まで連続した」を削り、「の

範囲内とする。ただし、要介護者の介護を必要とする状態によりやむを得ないと認められ

る場合は、１日を通じ、４時間の範囲内」を「を超えない範囲内の時間」に改める。 

 別表の４の表中「始業の時刻から連続し、又は終業の時刻まで連続した」及び「ただ 

し、要介護者の介護を必要とする状態によりやむを得ないと認められる場合は、１日を通

じ、始業の時刻から連続する時間と終業の時刻までの連続する時間に分け、これらの時間

の合計が２時間を超えない範囲内とする。」を削る。 

附 則

 この訓令は、令和７年１０月１日から施行する。 

教育長訓令甲
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